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２０２５年度事業報告書 ２０２５年度事業報告書 
 
 
 
当協会では、都道府県中小企業振興機関（以下「県協会」という。）との連携をより

密にし、県協会の支援事業の円滑な実施をサポートする事業を中心に、地域の中小企

業・小規模事業者に対する支援に全力であたってまいりました。 

２０２５年度において取り組んだ事業のポイントは、以下のとおりです。 

 

１．「取引適正化関連事業」の取引かけこみ寺事業（相談及びＡＤＲ）については、中

小企業者等が抱える取引上の様々な悩み・相談に対応するとともに、下請代金支払遅

延等防止法の改正法「製造委託等に係る中小受託事業者に対する代金の支払いの遅

延等の防止に関する法」（中小受託取引適正化法、以下「取適法」という。）が２０

２６年１月１日から施行されることを受け、「下請かけこみ寺」を「取引かけこみ寺」

に名称変更することを２０２５年９月から当協会のＨＰ等で周知するなど改正法の

周知活動に努めました。 
  また、国や地方における官公需において価格転嫁・取引適正化の徹底に向けたさら

なる対策の一環として、総務省主導で全地方公共団体において官公需に関する相談

窓口が設置されたことを受け、取引かけこみ寺において地方公共団体における官公

需に関する相談があった場合には、該当する地方公共団体の相談窓口を紹介する取

り組みを２０２５年６月２７日から実施しました。なお、取引かけこみ寺で受けた地

方公共団体における官公需に関する自治体別の相談件数については、中小企業庁経

由で総務省と共有されることとなっております。 

 

２．「人材育成等事業」については、県協会の職員の実務能力の向上を目的に「管理職

研修」、「初任者等職員研修」、「債権管理研修」、「公益法人の会計に関する研修」、

独立行政法人中小企業基盤整備機構（以下「中小機構」という。）中小企業大学校東

京校のオーダーメイド型研修を活用し「中小企業・小規模事業者のＤＸスタート支

援」をそれぞれ実施しました。 

 

３．「中小企業地域資源活用等促進事業」については、Ｂ事業の助成上限額を２００万

円から４００万円に引き上げました。 
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損害賠償 ２７６ 件 （－２０％） ３４３ 件 

独禁法関係 ４５ 件 （  ０％） ４５ 件 

建設業法関係 ５５３ 件 （－ ６％） ５９０ 件 

貨物自動車運送事業法関係 ４６ 件 （－２２％） ５９ 件 

問合せ（取適法・ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ） １，６０４ 件 （＋１３３％） ６８７ 件 

問合せ（ADR、契約書、その他） １，２５１ 件 （＋ ２％） １，２２８ 件 

問合せ（消費税転嫁対策特措法関係） ３３ 件 （－２０％） ４１ 件 

将来の取引に係る契約の締結・契約更

新 
２９０ 件 （－ ７％） ３１３ 件 

契約書・約款等の解約トラブル １，３７４ 件 （＋２１％） １，１３４ 件 

悪質商法 １，０９０ 件 （＋４９％） ７３３ 件 

相談対象外 ８５８ 件 （＋１５％） ７４９ 件 

その他 ２，２０７ 件 （＋３３％） １，６５４ 件 

合計 １３，８４６ 件 （＋１８％） １１，６８７件 

  

（イ）相談件数（都道府県別・相談内容別）                     （単位：件） 

 （１）取適法違反の恐れ （２）取適法以外 

① 

支払 

遅延 

② 

代金 

減額 

③ 

一方的

な代金

決定 

④ 

買い 

たたき 

⑤ 

不当な経

済上利益

提供要請 

⑥ 

その

他 
小計 

① 

支払 

遅延 

② 

代金 

減額 

③ 

一方的

な代金

決定 

④ 

買い 

たたき 

⑤ 

不当な経

済上利益

提供要請 

小計 

北海道 0 0 0 0 0 4 4 33 6 1 5 1 46 
青森県 0 3 0 0 0 0 3 2 0 0 0 0 2 

岩手県 1 2 0 1 1 1 6 2 0 0 1 0 3 

宮城県 5 3 0 6 1 12 27 57 14 0 6 1 78 

秋田県 0 0 0 0 0 0 0 11 1 0 0 0 12 

山形県 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 

福島県 1 1 0 1 0 0 3 39 1 0 1 0 41 

茨城県 0 3 0 10 3 4 20 12 3 0 3 0 18 

栃木県 0 1 0 1 2 2 6 30 13 0 2 2 47 

群馬県 8 5 0 7 3 39 62 11 1 0 5 3 20 

埼玉県 4 2 1 1 0 4 12 125 4 2 5 1 137 

千葉県 5 3 1 6 3 52 70 64 15 0 12 3 94 

東京都 12 4 0 1 1 48 66 0 1 0 1 0 2 

神奈川県 3 0 0 11 6 6 26 148 61 5 43 12 269 

新潟県 1 1 1 0 1 26 30 11 1 1 1 1 15 

長野県 3 2 3 0 0 1 9 19 6 0 1 2 28 

山梨県 1 0 1 2 1 3 8 14 9 2 1 0 26 

静岡県 5 1 4 7 6 9 32 56 10 1 9 4 80 

愛知県 3 4 0 10 3 30 50 134 30 6 7 4 181 

岐阜県 3 3 0 5 7 13 31 32 13 0 0 6 51 

三重県 1 4 1 5 3 21 35 58 9 0 5 1 73 

富山県 0 0 1 3 0 0 4 10 2 0 0 0 12 

石川県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

福井県 0 1 0 2 1 0 4 19 5 1 3 1 29 

滋賀県 2 0 0 1 0 12 15 32 2 1 1 3 39 

京都府 5 3 4 4 2 25 43 56 19 5 9 0 89 

奈良県 0 2 0 1 0 12 15 27 4 0 0 0 31 

大阪府 11 16 6 14 5 11 63 85 18 4 3 6 116 

兵庫県 2 1 1 1 3 2 10 37 5 0 4 6 52 

和歌山県 0 1 0 0 0 1 2 6 2 0 0 0 8 

鳥取県 0 0 1 1 0 0 2 0 0 0 0 0 0 

島根県 5 1 0 0 0 1 7 1 0 0 0 0 1 

岡山県 1 2 0 2 2 1 8 43 5 1 4 0 53 

広島県 1 2 0 3 1 5 12 54 4 0 0 0 58 

山口県 1 2 0 11 0 3 17 4 7 2 3 0 16 
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Ａ事業遂行状況 Ａ事業遂行状況 

  

Ⅰ.県協会との連携、円滑な事業実施をサポートする事業  Ⅰ.県協会との連携、円滑な事業実施をサポートする事業  

  

  

１．取引適正化関連事業 １．取引適正化関連事業 

（１）取引かけこみ寺事業（相談及びＡＤＲ事業）〔中小企業庁受託事業〕 

本事業は、中小企業者等が抱える取引上の様々な悩み・相談に対応するため「取

引かけこみ寺」を県協会と協働して設置（当協会は「取引かけこみ寺本部」）し、

相談業務、裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）による迅速なトラブルの解決等を全国

規模で行う事業で、平成２０年度より実施しております。 

なお、２０２６年１月１日から取適法が施行されたことを受け、「下請かけこ

み寺」を「取引かけこみ寺」に名称を変更しております。 

２０２５年度の事業実績は、以下のとおりです。 

 

① 実施状況 

１）相談業務 

取引かけこみ寺の相談対応等のため、企業間取引に精通した者や適正取引検査

官経験者等を相談員（本部５名、４１道府県５６名設置）や相談担当職員として

全国に配置し、中小企業者等からの様々な相談に対応するとともに、相談者に対

し取引上のトラブル解決のための助言を行いました。 

全相談窓口共通のフリーダイヤルの開設、Ｗｅｂ、メールでの相談受け付け、

本部でのオンラインによる相談を実施するなど面談、電話、オンラインで相談で

きる体制を構築し、相談者の利便性の向上に努めました。 

また、相談員等が中小企業者等から受けた様々な相談のうち、弁護士から助言

を得ることが適切と思われる相談については、無料相談弁護士として登録されて

いる全国５２４名（無料相談弁護士４１４名、過重債務問題対応弁護士８９名、

無料・加重債務両方の登録２１名）の弁護士による弁護士無料相談に取り次ぎ、

弁護士が相談者に対し助言を行いました。 

相談員等が受けた相談件数は、１３,８４６件（前年度比２,１５９件増）、無

料弁護士相談の利用は、４３２件（前年度比９８件増）となりました。 

 

（ア）相談件数（相談の内容別） 

相談の内容 
件数 

２０２５年度（前年比） ２０２４年度 

代金の未払い ２，３２８ 件 （＋ １％） ２，３１６件 

代金の減額 ５５５ 件 （－ ５％）  ５８２ 件 

納品物の返品 ６２ 件 （＋５１％） ４１ 件 

買いたたき（単価の引き下げ要求） ３８５ 件 （＋ ２％） ３７７ 件 

購入・利用強制 １２ 件 （－８４％） ７４ 件 

経済上の利益の提供要請 １８２ 件 （＋４１％） １２９ 件 

給付内容の変更・やり直し １８５ 件 （＋ ８％） １７２ 件 

受領拒否 ４０ 件 （＋１１％） ３６ 件 

協議に応じない一方的な代金決定 ９０ 件  ０ 件 

取引中止 ３８０ 件 （－ １％） ３８４ 件 

- 2 -



 - 3 - 
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新 
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（イ）相談件数（都道府県別・相談内容別）                     （単位：件） 

 （１）取適法違反の恐れ （２）取適法以外 

① ② ③ 

決定 

④ ⑤ 

提供要請 

⑥ 

支払 代金 一方的 買い 不当な経 その

遅延 減額 な代金 たたき 済上利益 他 
小計 

① ② ③ 

支払 代金 一方的

遅延 減額 な代金

決定 

④ ⑤ 

買い 不当な経

たたき 済上利益

提供要請 

小計 
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ＡＡ事事業業遂遂行行状状況況  

  

ⅠⅠ..県県協協会会ととのの連連携携、、円円滑滑なな事事業業実実施施ををササポポーートトすするる事事業業    

  

  

１１．．取取引引適適正正化化関関連連事事業業  

（１）取引かけこみ寺事業（相談及びＡＤＲ事業）〔中小企業庁受託事業〕 

本事業は、中小企業者等が抱える取引上の様々な悩み・相談に対応するため「取

引かけこみ寺」を県協会と協働して設置（当協会は「取引かけこみ寺本部」）し、

相談業務、裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）による迅速なトラブルの解決等を全国

規模で行う事業で、平成２０年度より実施しております。 

なお、２０２６年１月１日から取適法が施行されたことを受け、「下請かけこ

み寺」を「取引かけこみ寺」に名称を変更しております。 

２０２５年度の事業実績は、以下のとおりです。 

 

① 実施状況 

１）相談業務 

取引かけこみ寺の相談対応等のため、企業間取引に精通した者や適正取引検査
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福岡県 40 12 69 116 117 45 64 1 741 
佐賀県 4 0 0 4 0 2 16 0 34 

長崎県 14 1 2 7 0 0 26 1 64 

熊本県 4 0 5 5 1 1 31 0 104 

大分県 1 0 4 14 1 13 23 1 108 

宮崎県 1 0 3 37 27 10 71 0 166 

鹿児島県 0 0 2 5 6 4 27 0 70 

沖縄県 3 0 0 2 1 1 5 1 32 

本 部 154 8 24 174 156 151 1,275 49 2,727 

合 計 949 98 303 1,341 1,099 867 5,422 84 13,846 

注１） 法改正に伴い、相談項目について「（１）取適法違反の恐れ」「（２）取適法以外」に変更し、両相談の「③返品」を「③一
方的な代金決定」に、また「（２）取適法以外」の「④単価の引下要求」を「④買いたたき」に変更し、それぞれの「③返品」
は「⑤その他」と「（９）その他」に合算しました。 

注２） 官公需関連の相談のうち地方自治体相談窓口紹介件数は、３８件 

 

２）裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）業務 

取引かけこみ寺本部では、中小企業者等が抱える取引上のトラブルを迅速・

穏便に解決するための裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）を実施しました。 

なお、調停人候補者となる弁護士は、全国で８５名が登録されています。 

【ＡＤＲ実施状況】 

    ・調停中（２０２４年度からの持越し）（２件） 

・新規受理  （１８件） 

合計（20 件） 手続中  （5 件） 手続・調停中(5 件） 

手続終了（15 件） 和解成立    （3件） 

相手方不参加（11件） 

不成立      （1件） 
 

３）移動弁護士相談会の開催 

事業活動に忙殺されている中小企業者等の中には、遠隔地の弁護士事務所に

赴き相談するには時間的、費用的に困難であるなど取引かけこみ寺の無料弁護

士相談を利用することができない場合があることから、中小企業者等の身近な

場所（商工会議所、商工会等）で相談が行える移動弁護士相談会を全国で１１

回開催し、４４件の相談を受けました。 

 

② 研修等の実施 

相談員等の相談対応のスキルアップを目的とした研修会を、新任相談員を対象

に５月にオンラインで、全相談員等を対象とした集合研修を８月（相談員等とし

ての経験期間別に２班に分割）に実施しました。研修では、「取引適正化」に係

る最近の取組み、５月に改正された「下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企

業振興法の一部を改正する法律」の改正のポイント、「価格転嫁交渉」の相談対

応についての講義に加え、窓口での相談対応トラブルの防止に寄与する「クレー

ムにならない相談対応に関する講義」も行いました。 

また、取引かけこみ寺関係者のスキルアップ支援とともに地域の関係機関との

連携を強化した事業の円滑な推進を図ることを目的に、経済産業局、公正取引委

員会、国土交通省及び都道府県労働局の担当者を交えた取引かけこみ寺相談担当

者等との情報交換等を行う「情報連絡会議」を、全国９ブロックで、１１月から

１２月の間、オンラインで開催しました。 
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徳島県 0 0 0 1 0 0 1 3 0 0 3 0 6 
香川県 1 0 0 0 0 0 1 2 0 0 0 0 2 

愛媛県 0 2 1 2 1 6 12 11 5 1 2 0 19 

高知県 0 1 0 0 0 2 3 4 1 0 0 0 5 

福岡県 10 3 3 18 20 31 85 122 21 7 6 36 192 

佐賀県 1 0 0 0 1 0 2 4 2 0 0 0 6 

長崎県 0 0 1 0 2 0 3 8 2 0 0 0 10 

熊本県 4 1 0 2 0 4 11 37 4 0 1 4 46 

大分県 0 6 0 2 5 3 16 15 15 1 4 0 35 

宮崎県 0 0 0 0 3 4 7 6 3 1 0 0 10 

鹿児島県 0 0 0 0 0 1 1 18 1 0 5 1 25 

沖縄県 1 1 3 1 0 1 7 6 4 1 0 1 12 

本 部 26 9 2 35 21 95 188 378 103 4 42 21 548 

合 計 127 96 35 178 108 495 1,039 1,847 432 47 198 120 2,644 

 

 （３） 

関係 

（４） 

建設業法 運送業法

関係(代 

除く) 

（５） 

将来の取 

引に係る契 

金法関連 約の締結・ 

契約更新 

（６） 

解約トラブ 

ル 

（７） （８） 

約款等の 悪質商法 相談対象

外 

（９） 

その他 

（１０） 

官公需関

連 

合計 

（１）～ 

（１０） 

北海道 6 3 0 10 13 25 76 4 187 
青森県 4 0 0 0 5 10 0 0 24 

岩手県 6 0 0 11 7 6 41 3 83 

宮城県 5 1 5 122 107 38 298 0 681 

秋田県 0 0 0 5 0 3 12 0 32 

山形県 2 0 0 0 0 0 2 0 5 

福島県 4 1 0 14 25 11 80 0 179 

茨城県 36 4 1 8 35 35 62 3 222 

栃木県 3 0 3 41 45 14 78 0 237 

群馬県 15 3 2 59 8 9 46 0 224 

埼玉県 25 3 1 9 10 31 296 1 525 

千葉県 122 0 3 156 143 91 248 1 928 

東京都 38 23 0 0 0 0 280 0 409 

神奈川県 33 1 30 38 32 29 375 0 833 

新潟県 12 0 0 111 79 20 55 0 322 

長野県 5 0 20 50 56 34 91 0 293 

山梨県 2 0 3 11 0 11 24 1 86 

静岡県 6 1 4 13 4 7 101 1 249 

愛知県 40 15 8 21 7 12 279 2 615 

岐阜県 12 0 13 30 31 40 115 0 323 

三重県 3 1 4 2 0 33 30 1 182 

富山県 7 1 0 13 15 12 44 0 108 

石川県 0 0 0 0 0 1 0 0 1 

福井県 2 1 5 8 8 7 32 0 96 

滋賀県 1 0 10 39 31 11 78 0 224 

京都府 22 9 16 21 2 22 109 1 334 

奈良県 12 2 1 2 0 8 48 0 119 

大阪府 101 1 20 41 44 40 358 6 790 

兵庫県 89 0 12 77 55 25 338 2 660 

和歌山県 2 0 0 12 4 5 42 0 75 

鳥取県 0 1 1 0 0 0 7 1 12 

島根県 10 0 6 4 0 0 6 0 34 

岡山県 45 3 5 19 0 12 38 1 184 

広島県 7 1 2 0 2 13 93 0 188 

山口県 35 1 5 10 0 1 18 0 103 

徳島県 7 0 2 2 0 6 27 0 51 

香川県 1 0 0 4 4 0 13 0 25 

愛媛県 6 0 11 14 17 18 36 2 135 

高知県 

 
2 1 1 0 1 0 8 1 22 
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け、対応しました。 

また、セミナーの周知を図るためホームページにセミナー情報を掲載するとと 

  もに、大手発注企業に受講案内を送付する等告知に努めました。 

 なお、受講者に対しアンケートを実施したところ、約９割が「満足した」との

回答を得ました。また、申込理由・目的を聞いたところ、約５割が「会社の方針

により受講した」、また、約４割が「中小受託取引関連業務に携わり、関連法令

の知識の習得と理解の必要性から受講した」との回答でした。 

 

① セミナーの内容 

１)下請法セミナー（基礎コース） 
時 間 割 講  座 講 習 内 容 

13：00～16：00 下請代金支払遅延等防止法 

①下請法の概要 

②親事業者・下請事業者の定義 

③取引の内容 

④取引の段階に応じた親事業者の義務、禁止事項

の解説 

 

  ２）取適法セミナー（基礎コース） 
時 間 割 講  座 講 習 内 容 

13：00～16：00 中小受託取引適正化法 

①取適法の概要 

②委託事業者・中小受託事業者の定義 

③取引の内容 

④取引の段階に応じた委託事業者の義務、禁止事

項の解説 

 

② 実施状況 

１）下請法セミナー（基礎コース） 
会場 

番号 

開催日 開催地 会 場 受講者数 

（人） 

W１ 4 月 25 日（金） 

Web 
Cisco Webex を利用した

オンラインセミナー 

５ 

W２ 5 月 15 日（木） ３５ 

W３ 5 月 27 日（火） １８ 

W４ 6 月 19 日（木） ３５ 

W５ 7 月 24 日（木） ５９ 

W６ 9 月 11 日（木） ５０ 

W７ 10 月９日（木） ６ 

W８ 11 月 5 日（水） １３ 

W９ 12 月 11 日（木） ３３ 

   合計 ２５４ 

 

２）取適法セミナー   
会場 

番号 
開催日 開催地 会 場 

受講者数 

（人） 

W10 1月22日（木） 

Web 
Cisco Webex を利用した

オンラインセ（ミナー 

１９ 

W11 2月19日（木） １６ 

W12 3月18日（水） １１ 

   合計 ４６ 

 

（３）講師派遣（出前講義）等事業〔自主事業〕 
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③ 相談体制の強化 

中小企業者等を取り巻く厳しい経営環境に鑑みた中小企業庁からの中小受託

取引の相談体制の強化の要請を受け、都道府県ごとに設置されている「よろず支

援拠点」や「商工会・商工会議所」との連携関係を構築し、商工会・商工会議所

等に寄せられる取引トラブルに関する相談に連携して対応し、取引に関する相談

情報を広く収集できる体制の構築に引き続き取り組むとともに、独立行政法人工

業所有権情報・研修館（以下「ＩＮＰＩＴ」という。）との連携・協力に関する

協定に基づき、取引かけこみ寺における相談とＩＮＰＩＴ知財総合支援窓口にお

ける相談との相互協力、人材育成に関する相互支援、広報・啓発活動の協力につ

いての連携を引き続き実施しました。 

また、相談員の相談対応に対するオンラインによる満足度アンケートシステム

の導入、各地の取引かけこみ寺に電話録音機を配置するなど、相談対応の品質向

上にも取り組みました。 

 

④ その他の業務 

１）取引かけこみ寺事業に係るＰＲの実施 

  中小企業支援機関等での取引かけこみ寺の認知度が向上するよう宣伝・連携

のための行動計画表を作成し、計画的に取り組みました。また、２０２６年 1月

１日から取適法が施行されることに伴い、「下請かけこみ寺」から「取引かけこ

み寺」に名称が変更されることを広く周知するためのチラシ２.５万枚を作成し、

１０月までに県協会に配布するとともに、「取引かけこみ寺」の名称変更と合わ

せて取引かけこみ寺事業を広く周知するためのチラシ５７万枚を作成し、公正取

引委員会、労働基準監督署、地方公共団体、商工会、商工会議所、金融機関、信

用金庫等、約６,８００ヵ所に１２月までに配布しました。 

２）取引かけこみ寺活用事例集の作成 

取引かけこみ寺の相談事業について理解を深めてもらい、多くの中小企業者

等に、企業間取引に係る紛争の解決等に取引かけこみ寺を利用してもらうため

に事例集（相談事例７事例）を作成し、当協会ホームページに掲載しました。 

 

⑤ ヒアリング調査の実施 

取適法の執行強化を図るため、相談対応のフォローアップとして取引かけこみ

寺で対応した相談案件の中から中小企業庁が取適法に抵触しうる相談として選

定した案件について追加の情報収集を行うためのヒアリング調査を１件実施し

ました。 

 

（２）受託取引の適正化推進のためのセミナー等事業〔自主事業〕 

受託取引の適正化・中小受託事業者の利益保護推進の一環として、下請法をは

じめとする関係法令の普及を図ることを目的に開催する下請法セミナーを、発注

企業の資材等調達部門の実務経験の浅い担当者等を対象とした「基礎コース」を

オンライン形式で１２回開催しました。２０２６年１月からは、取適法の内容を

踏まえた取適法セミナーとして開催しました。（受講者総数は、３００名、講師

は、適正取引検査官経験者の取引かけこみ寺本部相談員） 

   なお、オンライン受講した者からの個別の相談には、受講後メールで質問を受
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け、対応しました。 

また、セミナーの周知を図るためホームページにセミナー情報を掲載するとと 

  もに、大手発注企業に受講案内を送付する等告知に努めました。 

 なお、受講者に対しアンケートを実施したところ、約９割が「満足した」との

回答を得ました。また、申込理由・目的を聞いたところ、約５割が「会社の方針

により受講した」、また、約４割が「中小受託取引関連業務に携わり、関連法令

の知識の習得と理解の必要性から受講した」との回答でした。 

 

① セミナーの内容 

１)下請法セミナー（基礎コース） 
時 間 割 講  座 講 習 内 容 

13：00～16：00 下請代金支払遅延等防止法 

①下請法の概要 

②親事業者・下請事業者の定義 

③取引の内容 

④取引の段階に応じた親事業者の義務、禁止事項

の解説 

 

  ２）取適法セミナー（基礎コース） 
時 間 割 講  座 講 習 内 容 

13：00～16：00 中小受託取引適正化法 

①取適法の概要 

②委託事業者・中小受託事業者の定義 

③取引の内容 

④取引の段階に応じた委託事業者の義務、禁止事

項の解説 

 

② 実施状況 

１）下請法セミナー（基礎コース） 
会場 

番号 

開催日 開催地 会 場 受講者数 

（人） 

W１ 4 月 25 日（金） 

Web 
Cisco Webex を利用した

オンラインセミナー 

５ 

W２ 5 月 15 日（木） ３５ 

W３ 5 月 27 日（火） １８ 

W４ 6 月 19 日（木） ３５ 

W５ 7 月 24 日（木） ５９ 

W６ 9 月 11 日（木） ５０ 

W７ 10 月９日（木） ６ 

W８ 11 月 5 日（水） １３ 

W９ 12 月 11 日（木） ３３ 

   合計 ２５４ 

 

２）取適法セミナー   
会場 

番号 
開催日 開催地 会 場 

受講者数 

（人） 

W10 1月22日（木） 

Web 
Cisco Webex を利用した

オンラインセ（ミナー 

１９ 

W11 2月19日（木） １６ 

W12 3月18日（水） １１ 

   合計 ４６ 

 

（３）講師派遣（出前講義）等事業〔自主事業〕 
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③ 相談体制の強化 

中小企業者等を取り巻く厳しい経営環境に鑑みた中小企業庁からの中小受託

取引の相談体制の強化の要請を受け、都道府県ごとに設置されている「よろず支

援拠点」や「商工会・商工会議所」との連携関係を構築し、商工会・商工会議所

等に寄せられる取引トラブルに関する相談に連携して対応し、取引に関する相談

情報を広く収集できる体制の構築に引き続き取り組むとともに、独立行政法人工

業所有権情報・研修館（以下「ＩＮＰＩＴ」という。）との連携・協力に関する

協定に基づき、取引かけこみ寺における相談とＩＮＰＩＴ知財総合支援窓口にお

ける相談との相互協力、人材育成に関する相互支援、広報・啓発活動の協力につ

いての連携を引き続き実施しました。 

また、相談員の相談対応に対するオンラインによる満足度アンケートシステム

の導入、各地の取引かけこみ寺に電話録音機を配置するなど、相談対応の品質向

上にも取り組みました。 

 

④ その他の業務 

１）取引かけこみ寺事業に係るＰＲの実施 

  中小企業支援機関等での取引かけこみ寺の認知度が向上するよう宣伝・連携

のための行動計画表を作成し、計画的に取り組みました。また、２０２６年 1月

１日から取適法が施行されることに伴い、「下請かけこみ寺」から「取引かけこ

み寺」に名称が変更されることを広く周知するためのチラシ２.５万枚を作成し、

１０月までに県協会に配布するとともに、「取引かけこみ寺」の名称変更と合わ

せて取引かけこみ寺事業を広く周知するためのチラシ５７万枚を作成し、公正取

引委員会、労働基準監督署、地方公共団体、商工会、商工会議所、金融機関、信

用金庫等、約６,８００ヵ所に１２月までに配布しました。 

２）取引かけこみ寺活用事例集の作成 

取引かけこみ寺の相談事業について理解を深めてもらい、多くの中小企業者

等に、企業間取引に係る紛争の解決等に取引かけこみ寺を利用してもらうため

に事例集（相談事例７事例）を作成し、当協会ホームページに掲載しました。 

 

⑤ ヒアリング調査の実施 

取適法の執行強化を図るため、相談対応のフォローアップとして取引かけこみ

寺で対応した相談案件の中から中小企業庁が取適法に抵触しうる相談として選

定した案件について追加の情報収集を行うためのヒアリング調査を１件実施し

ました。 

 

（２）受託取引の適正化推進のためのセミナー等事業〔自主事業〕 

受託取引の適正化・中小受託事業者の利益保護推進の一環として、下請法をは

じめとする関係法令の普及を図ることを目的に開催する下請法セミナーを、発注

企業の資材等調達部門の実務経験の浅い担当者等を対象とした「基礎コース」を

オンライン形式で１２回開催しました。２０２６年１月からは、取適法の内容を

踏まえた取適法セミナーとして開催しました。（受講者総数は、３００名、講師

は、適正取引検査官経験者の取引かけこみ寺本部相談員） 

   なお、オンライン受講した者からの個別の相談には、受講後メールで質問を受
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４４．．人人材材育育成成等等事事業業  

県協会の職員等を対象に、中小企業・小規模事業者への支援業務知識等の向上

や情報交換等を目的とした各種研修を実施しました。 

（１）県協会職員向け研修の開催 

県協会職員の資質向上を図ることを目的に「管理職研修」、「初任者等職員研

修」、「債権管理研修」、「公益法人の会計に関する研修」を実施しました。 

① 管理職研修 

管理者としての心得等について習得するとともに、中小企業・小規模企業を取

り巻く環境変化やそれら企業が抱えている課題や取り組みの事例等を通じて、県

協会が実施する中小企業支援事業の造詣を更に深めることを目的に専門家を講

師として実施しました。 

（実施日：２０２５年６月１０日（火）～１１日（水）の２日間、 

受講機関：２２県協会、受講者：２８名） 

② 初任者等職員研修 

県協会の初任者等職員を対象に、県協会で実施している中小企業・小規模事業

者の各種支援事業を円滑に遂行するためのノウハウを学ぶとともに、県協会間の

交流を深めることを目的に、中小企業庁担当官、県協会ベテラン職員及び税理士

等を講師として研修を実施しました。 

（実施日：２０２５年７月１５日（火）～１８日（金）の４日間、 

受講機関：２４県協会、受講者：５２名） 

③  債権管理研修  

債権管理・回収業務を実施していく上で必要な債権管理・回収のノウハウにつ

いて、業務担当者の知識の習得を図り、後の債権管理・回収業務が適切・円滑に

実施されることを目的に弁護士を講師として実施しました。 

(実施日 :２０２５年１０月２３日 (木 )～２４日 (金 )の２日間、  

受講機関 :２３県協会、受講者 :２９名 ) 

④ 公益法人の会計に関する研修  

公益法人会計基準に基づいた会計処理についての基礎的な知識の修得により

県協会の会計処理の適正化及び円滑化に資することを目的に公認会計士を講師

として実施しました。 

(実施日 :２０２５年１１月１３日 (木 )～１４日 (金 )の２日間、  

受講機関 :３１県協会、受講者 :４６名 ) 

 

 （２）オーダーメイド型研修の開催 

県協会からのニーズに沿ったテーマを選定し、中小機構中小企業大学校東京校

と連携し、同校において研修を実施しました。 

【研修テーマ】 

「中小企業・小規模事業者のＤＸスタート支援」 

中小企業・小規模事業者のＤＸ化に向けて着実かつ早期にスタートを切るため

のＩＴ人材育成に支援担当者として必要となる知識を学ぶとともに、提案書作成

演習を通じてＩＴ活用支援能力の強化を図るための研修を実施しました。 

（実施日：２０２５年９月１７日（水）～１９日（金）の３日間、 

 - 8 - 

発注企業等からの要請に応じ取適法（下請法）に係る社内研修会等に適正取引

検査官経験者の取引かけこみ寺本部相談員を講師として派遣する事業を、企業か

らの要望に応じて実施しました。 
 

 派遣企業数 講習会開催数 参加者数 

講師派遣 ９社 １０回 ４０５名 

 

また、下請法のポイントやＱ＆Ａを交えて分かりやすく解説した「実践！ 下請

法」を改訂し、（１）～（３）の事業を中心にテキストとして使用するとともに

有料で頒布しました。なお、２０２６年１月からは、取適法の内容を説明した資

料を別途用意し追加頒布しました。（頒布総数 ７１６冊） 

  

  

２．取引振興関連事業 ２．取引振興関連事業 

（１）県協会の取引あっせん実績をとりまとめ「Ｐｉｃｋ Ｕｐ Ｎｅｗｓ」で情

報提供しました。 
  （２）新規取引先の開拓支援 

発注企業や県協会からの受注先の開拓依頼を受け、全国の県協会にその発注情

報を提供し、新規取引の開拓を支援しました。 
   （県協会からの依頼 ２件、発注企業からの依頼 １件） 

（３）ブロック別の取引支援事業に係る情報連絡会議への参加 

北海道・東北ブロック、関東ブロック、中国ブロック、四国ブロックでの情報連

絡会議に参加し、販路開拓支援を実施する上での課題などの共有、課題解決のた

めの体系的かつ実効的な改善・工夫の方策等の討議を通じ、県協会の販路開拓事

業の支援に努めました。 
 
 
 ３．設備貸与等関連事業 ３．設備貸与等関連事業 

（１）小規模企業者等設備貸与事業の運営の参考となる以下の情報等を収集し、提 

供しました。 

① 定期情報 

１）四半期毎の設備貸与事業（県単を含む。以下同じ）の申込み及び決定状況 

２）２０２５年度設備貸与事業の予定事業額・割賦損料率・リース料率等 

② 随時情報 

１）２０２５年度小規模企業者等設備貸与事業に係る中小機構の事業貸出金 

利の据置きに係る情報 

２）その他関連する情報 

（２）小規模企業者等設備貸与制度広報・相談事業 

ホームページに設備貸与事業の概要等を掲載し広報に努めるとともに、県協会 

や小規模企業者からの制度に関連する問い合わせ等に適時適切に対応しました。 

（３）小規模企業者等設備貸与事業の連絡会議事業 

設備貸与事業の円滑な事業運営を目的に、中小機構の担当者を交え実施県協会 

等との情報連絡会議を実施しました。 

（実施日：２０２５年１２月４日（木）、参加機関：２０機関、参加者：３７名） 
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４．人材育成等事業 ４．人材育成等事業 

県協会の職員等を対象に、中小企業・小規模事業者への支援業務知識等の向上

や情報交換等を目的とした各種研修を実施しました。 

（１）県協会職員向け研修の開催 

県協会職員の資質向上を図ることを目的に「管理職研修」、「初任者等職員研

修」、「債権管理研修」、「公益法人の会計に関する研修」を実施しました。 

① 管理職研修 

管理者としての心得等について習得するとともに、中小企業・小規模企業を取

り巻く環境変化やそれら企業が抱えている課題や取り組みの事例等を通じて、県

協会が実施する中小企業支援事業の造詣を更に深めることを目的に専門家を講

師として実施しました。 

（実施日：２０２５年６月１０日（火）～１１日（水）の２日間、 

受講機関：２２県協会、受講者：２８名） 

② 初任者等職員研修 

県協会の初任者等職員を対象に、県協会で実施している中小企業・小規模事業

者の各種支援事業を円滑に遂行するためのノウハウを学ぶとともに、県協会間の

交流を深めることを目的に、中小企業庁担当官、県協会ベテラン職員及び税理士

等を講師として研修を実施しました。 

（実施日：２０２５年７月１５日（火）～１８日（金）の４日間、 

受講機関：２４県協会、受講者：５２名） 

③  債権管理研修  

債権管理・回収業務を実施していく上で必要な債権管理・回収のノウハウにつ

いて、業務担当者の知識の習得を図り、後の債権管理・回収業務が適切・円滑に

実施されることを目的に弁護士を講師として実施しました。 

(実施日 :２０２５年１０月２３日 (木)～２４日 (金 )の２日間、  

受講機関 :２３県協会、受講者 :２９名) 

④ 公益法人の会計に関する研修  

公益法人会計基準に基づいた会計処理についての基礎的な知識の修得により

県協会の会計処理の適正化及び円滑化に資することを目的に公認会計士を講師

として実施しました。 

(実施日 :２０２５年１１月１３日 (木)～１４日 (金 )の２日間、  

受講機関 :３１県協会、受講者 :４６名) 

 

 （２）オーダーメイド型研修の開催 

県協会からのニーズに沿ったテーマを選定し、中小機構中小企業大学校東京校

と連携し、同校において研修を実施しました。 

【研修テーマ】 

「中小企業・小規模事業者のＤＸスタート支援」 

中小企業・小規模事業者のＤＸ化に向けて着実かつ早期にスタートを切るため

のＩＴ人材育成に支援担当者として必要となる知識を学ぶとともに、提案書作成

演習を通じてＩＴ活用支援能力の強化を図るための研修を実施しました。 

（実施日：２０２５年９月１７日（水）～１９日（金）の３日間、 
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発注企業等からの要請に応じ取適法（下請法）に係る社内研修会等に適正取引

検査官経験者の取引かけこみ寺本部相談員を講師として派遣する事業を、企業か

らの要望に応じて実施しました。 
 

 派遣企業数 講習会開催数 参加者数 

講師派遣 ９社 １０回 ４０５名 

 

また、下請法のポイントやＱ＆Ａを交えて分かりやすく解説した「実践！ 下請

法」を改訂し、（１）～（３）の事業を中心にテキストとして使用するとともに

有料で頒布しました。なお、２０２６年１月からは、取適法の内容を説明した資

料を別途用意し追加頒布しました。（頒布総数 ７１６冊） 

  

  

２２．．取取引引振振興興関関連連事事業業  

（１）県協会の取引あっせん実績をとりまとめ「Ｐｉｃｋ Ｕｐ Ｎｅｗｓ」で情

報提供しました。 
  （２）新規取引先の開拓支援 

発注企業や県協会からの受注先の開拓依頼を受け、全国の県協会にその発注情

報を提供し、新規取引の開拓を支援しました。 
   （県協会からの依頼 ２件、発注企業からの依頼 １件） 

（３）ブロック別の取引支援事業に係る情報連絡会議への参加 

北海道・東北ブロック、関東ブロック、中国ブロック、四国ブロックでの情報連

絡会議に参加し、販路開拓支援を実施する上での課題などの共有、課題解決のた

めの体系的かつ実効的な改善・工夫の方策等の討議を通じ、県協会の販路開拓事

業の支援に努めました。 
 
 
 ３３．．設設備備貸貸与与等等関関連連事事業業  

（１）小規模企業者等設備貸与事業の運営の参考となる以下の情報等を収集し、提 

供しました。 

① 定期情報 

１）四半期毎の設備貸与事業（県単を含む。以下同じ）の申込み及び決定状況 

２）２０２５年度設備貸与事業の予定事業額・割賦損料率・リース料率等 

② 随時情報 

１）２０２５年度小規模企業者等設備貸与事業に係る中小機構の事業貸出金 

利の据置きに係る情報 

２）その他関連する情報 

（２）小規模企業者等設備貸与制度広報・相談事業 

ホームページに設備貸与事業の概要等を掲載し広報に努めるとともに、県協会 

や小規模企業者からの制度に関連する問い合わせ等に適時適切に対応しました。 

（３）小規模企業者等設備貸与事業の連絡会議事業 

設備貸与事業の円滑な事業運営を目的に、中小機構の担当者を交え実施県協会 

等との情報連絡会議を実施しました。 

（実施日：２０２５年１２月４日（木）、参加機関：２０機関、参加者：３７名） 
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２２．．中中小小企企業業地地域域資資源源活活用用等等促促進進事事業業  

（１）地域経済への貢献が期待できる地域資源の活用をはじめとする新商品や新サー

ビスの開発など中小企業者等の新事業展開や地域課題解決の取組、地域支援機関

の連携強化への取組支援を通じて地域の中核となる中小企業者に成長すること

を目標に、県協会が作成する支援事業計画に必要な経費を助成する事業を実施し

た。２０２５年度は、第１回（２０２４年１２月１９日付け）と第２回（２０２

５年９月１８日付け）の助成金交付公募要領を作成し、全ての県協会に送付し、

公募（第１回２０２５年１月２０日から１月３１日、第２回２０２５年１０月６

日から１７日）するとともに、公募のあった支援事業計画については、地域支援

に詳しい学識経験者等で構成する選考委員会（第１回公募２０２５年３月５日、

第２回公募２０２５年１０月２４日）において選考し、計３４県協会の支援事業

計画を採択し、交付決定しました。なお、２０２５年度からＢ事業の助成上限額

を２００万円から４００万円に引き上げました。 

（２）事業の着実な計画遂行を図るとともに、地域課題解決に重点をおいた翌年度の

実行計画の立案や申請となることを目的に、２０２４年度事業の成果報告会を全

ての県協会が参加できるオンライン形式で２０２５年８月２８日、２９日に開催

し、９県協会から事業成果の報告と質疑応答を実施するとともに、２０２５年度

事業の事業進捗については、３３県協会から進捗状況報告書の提出を受け、内容

を精査するため、このうち４県協会を対象に、２０２５年１２月から１月にかけ

て選考委員会の委員も参加する形でヒアリングを行いました。 

  

 - 10 - 

受講機関：１４県協会、受講者：１６名） 

 

（３）中小企業活性化担当者研修会の開催 

全国の地域中小企業活性化事業に携わる地方自治体・中小企業支援機関等の担 

当者を対象に、「国の中小企業施策予算概要等」及び「地域経済分析システム 

RESAS」について中小企業庁担当官からの説明を受けるとともに、「関係人口とつ

くる地域の未来～関係人口創出の可能性」をテーマに、２事業の事例発表を行い

ました。 

（実施日：２０２６年１月３０日（金） 

受講機関：８４機関、受講者総数：１０４名） 

 

 

５．中小企業施策情報提供事業 ５．中小企業施策情報提供事業 

「Ｐｉｃｋ Ｕｐ Ｎｅｗｓ」を定期的（月１回）に発行し、国等の中小企業・

小規模事業者関連施策情報をはじめ、取引適正化、設備貸与事業、中小企業経営の

ＩＴ化に関する情報や当協会の事業の進捗状況、県協会のイベント情報など、県協

会の事業運営等に関連する情報を掲載し提供するなど、的確な情報の提供、広報に

努めました。 

 

 

Ⅱ．地域中小企業の活性化事業 Ⅱ．地域中小企業の活性化事業 

中小機構からの助成金で造成した基金を活用し、以下の事業を実施しました。 

 

１．中小企業等活性化調査研究等事業 

（１）中小企業・小規模事業者等の経営課題等の動向や実態に関する調査研事業につ

いては、中小企業庁企画課と連携して、調査テーマの設定、具体的な内容の検討

を行い、企画公募により委託先を選定し実施した。２０２５年度は「中小企業経

営の新潮流・中小企業の価値の可視化に関する調査研究」を実施しました。この

調査では、変化の激しい経営環境下で、中小企業等が、新事業展開やイノベーシ

ョンによる「攻めの経営」を行い、社会変革への対応するための様々な取り組み

について、中小企業経営者等へのヒアリングを実施し、持続的な企業成長を生む

エコシステムの創出と機運醸成を課題とし、全国の優良事例を分類・可視化する

ことで、中小企業の役割の再定義に取り組むことで、中小企業等の挑戦意欲を向

上させ、日本経済の発展を牽引することを目指し、その価値を社会に浸透させる

ための方策を報告書に取りまとめました。 

 

（２）大企業と中小企業の「共存共栄」の取組みを実現するための調査研究事業では、

「パートナーシップ構築宣言」ポータルサイトの登録企業に対し、２０２５年８～

１０月（調査対象７７，４１６件）、宣言の取引関係先への周知状況、サプライチ

ェーン全体の共存共栄に向けた取組み、取引適正化の重点５分野に関する取り組

み状況等を調査し、回答データを中小企業庁に提供しました。 

併せて、新規登録企業の登録管理を実施し、年度末における登録企業数は８８，

８３７件に達するなど、大企業と中小企業の共存共栄に向けた取引慣行改善に寄与

する事業を実施しました。 

- 10 -



 - 11 - 

 

 

２．中小企業地域資源活用等促進事業 ２．中小企業地域資源活用等促進事業 

（１）地域経済への貢献が期待できる地域資源の活用をはじめとする新商品や新サー

ビスの開発など中小企業者等の新事業展開や地域課題解決の取組、地域支援機関

の連携強化への取組支援を通じて地域の中核となる中小企業者に成長すること

を目標に、県協会が作成する支援事業計画に必要な経費を助成する事業を実施し

た。２０２５年度は、第１回（２０２４年１２月１９日付け）と第２回（２０２

５年９月１８日付け）の助成金交付公募要領を作成し、全ての県協会に送付し、

公募（第１回２０２５年１月２０日から１月３１日、第２回２０２５年１０月６

日から１７日）するとともに、公募のあった支援事業計画については、地域支援

に詳しい学識経験者等で構成する選考委員会（第１回公募２０２５年３月５日、

第２回公募２０２５年１０月２４日）において選考し、計３４県協会の支援事業

計画を採択し、交付決定しました。なお、２０２５年度からＢ事業の助成上限額

を２００万円から４００万円に引き上げました。 

（２）事業の着実な計画遂行を図るとともに、地域課題解決に重点をおいた翌年度の

実行計画の立案や申請となることを目的に、２０２４年度事業の成果報告会を全

ての県協会が参加できるオンライン形式で２０２５年８月２８日、２９日に開催

し、９県協会から事業成果の報告と質疑応答を実施するとともに、２０２５年度

事業の事業進捗については、３３県協会から進捗状況報告書の提出を受け、内容

を精査するため、このうち４県協会を対象に、２０２５年１２月から１月にかけ

て選考委員会の委員も参加する形でヒアリングを行いました。 
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受講機関：１４県協会、受講者：１６名） 

 

（３）中小企業活性化担当者研修会の開催 

全国の地域中小企業活性化事業に携わる地方自治体・中小企業支援機関等の担 

当者を対象に、「国の中小企業施策予算概要等」及び「地域経済分析システム 

RESAS」について中小企業庁担当官からの説明を受けるとともに、「関係人口とつ

くる地域の未来～関係人口創出の可能性」をテーマに、２事業の事例発表を行い

ました。 

（実施日：２０２６年１月３０日（金） 

受講機関：８４機関、受講者総数：１０４名） 

 

 

５５．．中中小小企企業業施施策策情情報報提提供供事事業業  

「Ｐｉｃｋ Ｕｐ Ｎｅｗｓ」を定期的（月１回）に発行し、国等の中小企業・

小規模事業者関連施策情報をはじめ、取引適正化、設備貸与事業、中小企業経営の

ＩＴ化に関する情報や当協会の事業の進捗状況、県協会のイベント情報など、県協

会の事業運営等に関連する情報を掲載し提供するなど、的確な情報の提供、広報に

努めました。 

 

 

ⅡⅡ．．地地域域中中小小企企業業のの活活性性化化事事業業  

中小機構からの助成金で造成した基金を活用し、以下の事業を実施しました。 

 

１．中小企業等活性化調査研究等事業 

（１）中小企業・小規模事業者等の経営課題等の動向や実態に関する調査研事業につ

いては、中小企業庁企画課と連携して、調査テーマの設定、具体的な内容の検討

を行い、企画公募により委託先を選定し実施した。２０２５年度は「中小企業経

営の新潮流・中小企業の価値の可視化に関する調査研究」を実施しました。この

調査では、変化の激しい経営環境下で、中小企業等が、新事業展開やイノベーシ

ョンによる「攻めの経営」を行い、社会変革への対応するための様々な取り組み

について、中小企業経営者等へのヒアリングを実施し、持続的な企業成長を生む

エコシステムの創出と機運醸成を課題とし、全国の優良事例を分類・可視化する

ことで、中小企業の役割の再定義に取り組むことで、中小企業等の挑戦意欲を向

上させ、日本経済の発展を牽引することを目指し、その価値を社会に浸透させる

ための方策を報告書に取りまとめました。 

 

（２）大企業と中小企業の「共存共栄」の取組みを実現するための調査研究事業では、

「パートナーシップ構築宣言」ポータルサイトの登録企業に対し、２０２５年８～

１０月（調査対象７７，４１６件）、宣言の取引関係先への周知状況、サプライチ

ェーン全体の共存共栄に向けた取組み、取引適正化の重点５分野に関する取り組

み状況等を調査し、回答データを中小企業庁に提供しました。 

併せて、新規登録企業の登録管理を実施し、年度末における登録企業数は８８，

８３７件に達するなど、大企業と中小企業の共存共栄に向けた取引慣行改善に寄与

する事業を実施しました。 
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ⅢⅢ．．県県協協会会ととのの連連携携・・協協力力体体制制のの充充実実にに向向けけたた事事業業  

  

１１．．都都道道府府県県中中小小企企業業振振興興機機関関政政策策研研修修会会  
県協会が一堂に会し、今後の国の中小企業政策や県協会の事業への取り組み状況

等についての意見交換等を通じて支援施策の理解を深め認識の共有化を図ること

等を目的とした「都道府県中小企業振興機関政策研修会」を開催しました。 

 中小企業庁次長の基調講演に加え、意見交換会では、中小企業政策と 100億企業

政策について、生産性向上に係る伴走支援体制及び中小イノベーション施策につい

て、賃上げ支援について、価格転嫁・取引適正化について、中小企業の事業承継・

M＆Aの現状と課題の５つのテーマについての活発な議論が行われました。 

 

＊開催月日：２０２５年１１月２１日（金）１３：００～１８：４０ 

＊開催場所：東京都千代田区九段北４－２－２５ 

アルカディア市ヶ谷（私学会館）３階「富士」 

出 席 者：４７県協会から８１名の役員・職員 

＊基調講演：「日本経済の現状と中小企業の課題について」 

  中小企業庁 次長 山本 和徳 

＊意見交換会 

テーマ １ 中小企業政策と 100億企業政策について 

テーマ ２ 生産性向上に係る伴走支援体制及び中小イノベーション施策に 

ついて 

        テーマ ３ 賃上げ支援について 

          テーマ ４ 価格転嫁・取引適正化について 

          テーマ ５ 中小企業の事業承継・M＆Aの現状と課題  

 

  ２２．．役役職職員員表表彰彰  
２０２５年１１月２１日（金）に開催した都道府県中小企業振興機関政策研修

会では、２０２５年度全国中小企業振興機関協会会長表彰４０名（役員功労者表

彰１名、職員功労者表彰１５名、優良職員表彰２４名）について、会場出席者の

被表彰者全員の氏名を発表するとともに代表者に表彰状を授与いたしました。表

彰状の授与と記念品の贈呈については、会場出席者については当日会場で、欠席

者については所属県協会において代表者からの贈呈といたしました。 

  

  

ⅣⅣ．．当当協協会会ににおおけけるる運運営営体体制制のの充充実実をを図図るるたためめのの取取組組  

  

１１．．外外部部評評議議員員、、理理事事のの選選任任ににつついいてて  
県協会ブロック代表の評議員、理事以外に中小企業支援に携わる全国団体の役員

や中小企業支援に詳しい学識経験者等外部の有識者を評議員、理事に選任し、意思

決定に際し多様な意見を採用できる体制を整備している。 

 

 ２２．．独独立立監監査査法法人人にによよるる監監査査ににつついいてて  

   情報開示の適正及び経理的基礎を担保するため独立監査法人の監査を受け、財

務諸表等の監査意見書を公表している。 
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２０２５年度採択事業一覧 ２０２５年度採択事業一覧 

   

①　２０２５年度第１回公募

項番 協会名 テーマ名 事業区分
実施
期間

総事業費 助成金額
※1

支援分野 事業内容
※2

1 （公財）北海道中小企業総合支援センター
北海道の未来を拓く　創業・経営力強化等支援
事業

A事業② 4年 91,412,000 45,706,000 3,8 D

2 （公財）いわて産業振興センター 地域を支える中小企業再生・展開支援事業 A事業② 1年 12,462,000 6,231,000 3 B,C,D

3 （公財）あきた企業活性化センター
スタートアップとの新ビジネス共創に向けた県
内企業調査等事業

B事業 1年 3,759,863 3,759,863 8 E

4 （公財）やまがた産業支援機構 ものづくり山形販路拡大支援事業 A事業② 4年 106,093,040 42,212,312 4 C

5 （公財）福島県産業振興センター
食料品関連産業の営業力強化・販路開拓支援事
業

A事業② 4年 65,828,000 31,314,000 3 C

6 （公財）群馬県産業支援機構
日本シルク産業の未来を繋ぐ基幹製糸工場の戦
略リサーチ

B事業 1年 4,000,000 4,000,000 8 E

7 （公財）埼玉県産業振興公社
デジタル変革に対応した高付加価値創造サポー
ト事業

A事業①② 1年 15,257,000 7,278,500 5,8 A,D,G

8 （公財）神奈川産業振興センター
県内中小企業・小規模企業の展示会出展等によ
る販路開拓支援

A事業①② 1年 25,866,000 7,900,000 3 A,C

9 （公財）にいがた産業創造機構
ものづくり企業の付加価値向上支援プロジェク
ト

A事業①② 1年 51,191,000 24,366,500 7 G

10 （公財）長野県産業振興機構 イノベーション創出事業 A事業①② 1年 28,974,055 13,004,807 7 A,B

11 （公財）やまなし産業支援機構 新市場開拓等中小企業経営革新支援事業 A事業①② 4年 48,000,000 24,000,000 3,5 A,B

12 （公財）静岡県産業振興財団
ＤＸによる成長企業の発掘と新たな伴走支援モ
デルの構築

B事業 1年 4,000,000 4,000,000 8 G

13 （公財）あいち産業振興機構 海外販路開拓アウトリーチ事業 B事業 1年 3,996,780 3,996,780 3 C,D

14 （公財）三重県産業支援センター 営業力強化支援促進事業 A事業② 1年 7,493,000 3,746,000 4 B,D

15 （公財）富山県新世紀産業機構 海外市場開拓事業 A事業①② 1年 11,786,000 5,893,000 3 A,C

16 （公財）石川県産業創出支援機構
いしかわ中小企業成長戦略助成・促進等支援事
業

A事業①② 4年 218,000,000 109,000,000 1,3,4 A,B,C

17 （公財）滋賀県産業支援プラザ 滋賀県牽引企業創出加速化事業 A事業①② 2年 162,146,000 81,018,000 8 A,B

18 （公財）京都産業２１
伴走支援と連携によるこれからの京都産業を担
う中小企業創出事業

A事業② 3年 113,160,000 56,580,000 3,7 B,C

19 （公財）奈良県地域産業センター
奈良県内の小規模事業者・中小企業者の新事業
展開への助成等事業

A事業① 4年 16,000,000 8,000,000 1,3 A

20 （公財）大阪産業局 大阪プロダクトエコシステム創出事業 A事業② 2年 27,200,000 12,510,000 1,3 B,C

21 （公財）ひょうご産業活性化センター
カーボンニュートラルなどの地域課題解決促進
事業

A事業①② 4年 244,800,000 122,400,000 3,8 A,D,G

22 （公財）わかやま産業振興財団 海外取引拡大推進プロジェクト A事業①② 3年 141,140,000 68,170,000 3 C

23 （公財）鳥取県産業振興機構
社会実装ビジネス創出プラットフォーム構築事
業

A事業② 3年 85,540,000 42,770,000 7 G

24 （公財）岡山県産業振興財団 おかやま地域ブランドの魅力発進‼事業 A事業② 2年 41,000,000 20,500,000 3 C

25 （公財）ひろしま産業振興機構 中小企業ＤＸ推進支援事業 A事業①② 1年 23,542,708 11,771,353 6 D

26 （公財）とくしま産業振興機構 伴走型ＤＸスタート企業創出事業 A事業① 1年 5,000,000 2,500,000 5 A

27 （公財）えひめ産業振興財団 えひめ中小企業等アクティブ・サポート事業 A事業①② 1年 28,327,391 14,163,695 1 A,B

28 （公財）福岡県中小企業振興センタ－ ふくおかステップアップ企業応援プロジェクト A事業② 1年 67,302,832 32,551,416 1,3,7 B,C

29 （公財）佐賀県産業振興機構 現場力向上・デジタル導入支援事業 A事業② 2年 61,532,200 30,694,100 5 B,D

30 （公財）くまもと産業支援財団
「食のみやこ熊本」台湾への食の販路開拓支援
事業

B事業 1年 4,000,000 4,000,000 4 E

31 （公財）大分県産業創造機構
大分県産品のブランド力強化及び国内・海外市
場への販路深化事業

A事業② 1年 45,429,450 19,488,000 3 C,D

32 （公財）宮崎県産業振興機構 日本のひなた宮崎人材育成事業 A事業① 4年 24,000,000 12,000,000 8 A

33 （公財）かごしま産業支援センター かごしま製造業革新的挑戦支援事業－KICS A事業①② 1年 30,315,165 15,157,581 1,2,3 A,C,D

②　２０２５年度第２回公募

1 （公財）しまね産業振興財団 しまね流海外販路開拓支援力強化事業 B事業 1年 4,000,000 4,000,000 8 G

A事業 28件 1,798,797,841 870,926,264

B事業 6件 23,756,643 23,756,643

合計 34件 1,822,554,484 894,682,907

支援分野※1：１.新商品開発、新商品企画
２.製作手法の改良
３.販路開拓（国内、海外）
４.販路開拓手法の改良
５.生産性向上（DX、GX関係）
６.生産性向上（DX、GX以外）
７.新事業創出
８.支援体制の強化

事業内容※2：A.助成金交付事業
B.専門家派遣・伴走支援事業
C.展示会・商談会開催事業
D.セミナー・研修事業
E.調査・研究事業
F.モデル企業支援事業
G.支援基盤・連携の構築・拡充

事業区分：

(Ａ事業） ①新事業展開等助成金交付事業費

②新事業展開等促進事業

(B事業） 新事業展開等計画策定事業
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Ⅲ．県協会との連携・協力体制の充実に向けた事業 Ⅲ．県協会との連携・協力体制の充実に向けた事業 

  

１．都道府県中小企業振興機関政策研修会 １．都道府県中小企業振興機関政策研修会 
県協会が一堂に会し、今後の国の中小企業政策や県協会の事業への取り組み状況

等についての意見交換等を通じて支援施策の理解を深め認識の共有化を図ること

等を目的とした「都道府県中小企業振興機関政策研修会」を開催しました。 

 中小企業庁次長の基調講演に加え、意見交換会では、中小企業政策と 100億企業

政策について、生産性向上に係る伴走支援体制及び中小イノベーション施策につい

て、賃上げ支援について、価格転嫁・取引適正化について、中小企業の事業承継・

M＆Aの現状と課題の５つのテーマについての活発な議論が行われました。 

 

＊開催月日：２０２５年１１月２１日（金）１３：００～１８：４０ 

＊開催場所：東京都千代田区九段北４－２－２５ 

アルカディア市ヶ谷（私学会館）３階「富士」 

出 席 者：４７県協会から８１名の役員・職員 

＊基調講演：「日本経済の現状と中小企業の課題について」 

  中小企業庁 次長 山本 和徳 

＊意見交換会 

テーマ １ 中小企業政策と 100億企業政策について 

テーマ ２ 生産性向上に係る伴走支援体制及び中小イノベーション施策に 

ついて 

        テーマ ３ 賃上げ支援について 

          テーマ ４ 価格転嫁・取引適正化について 

          テーマ ５ 中小企業の事業承継・M＆Aの現状と課題  

 

 ２．役職員表彰  ２．役職員表彰 
２０２５年１１月２１日（金）に開催した都道府県中小企業振興機関政策研修

会では、２０２５年度全国中小企業振興機関協会会長表彰４０名（役員功労者表

彰１名、職員功労者表彰１５名、優良職員表彰２４名）について、会場出席者の

被表彰者全員の氏名を発表するとともに代表者に表彰状を授与いたしました。表

彰状の授与と記念品の贈呈については、会場出席者については当日会場で、欠席

者については所属県協会において代表者からの贈呈といたしました。 

  

  

Ⅳ．当協会における運営体制の充実を図るための取組 Ⅳ．当協会における運営体制の充実を図るための取組 

  

１．外部評議員、理事の選任について １．外部評議員、理事の選任について 
県協会ブロック代表の評議員、理事以外に中小企業支援に携わる全国団体の役員

や中小企業支援に詳しい学識経験者等外部の有識者を評議員、理事に選任し、意思

決定に際し多様な意見を採用できる体制を整備している。 

 

 ２．独立監査法人による監査について ２．独立監査法人による監査について 

   情報開示の適正及び経理的基礎を担保するため独立監査法人の監査を受け、財

務諸表等の監査意見書を公表している。 

 - 12 - 

２２００２２５５年年度度採採択択事事業業一一覧覧  

   

①　２０２５年度第１回公募

項番 協会名 テーマ名 事業区分
実施
期間

総事業費 助成金額
支援分野

※1
事業内容

※2

1 （公財）北海道中小企業総合支援センター
北海道の未来を拓く　創業・経営力強化等支援
事業

A事業② 4年 91,412,000 45,706,000 3,8 D

2 （公財）いわて産業振興センター 地域を支える中小企業再生・展開支援事業 A事業② 1年 12,462,000 6,231,000 3 B,C,D

3 （公財）あきた企業活性化センター
スタートアップとの新ビジネス共創に向けた県
内企業調査等事業

B事業 1年 3,759,863 3,759,863 8 E

4 （公財）やまがた産業支援機構 ものづくり山形販路拡大支援事業 A事業② 4年 106,093,040 42,212,312 4 C

5 （公財）福島県産業振興センター
食料品関連産業の営業力強化・販路開拓支援事
業

A事業② 4年 65,828,000 31,314,000 3 C

6 （公財）群馬県産業支援機構
日本シルク産業の未来を繋ぐ基幹製糸工場の戦
略リサーチ

B事業 1年 4,000,000 4,000,000 8 E

7 （公財）埼玉県産業振興公社
デジタル変革に対応した高付加価値創造サポー
ト事業

A事業①② 1年 15,257,000 7,278,500 5,8 A,D,G

8 （公財）神奈川産業振興センター
県内中小企業・小規模企業の展示会出展等によ
る販路開拓支援

A事業①② 1年 25,866,000 7,900,000 3 A,C

9 （公財）にいがた産業創造機構
ものづくり企業の付加価値向上支援プロジェク
ト

A事業①② 1年 51,191,000 24,366,500 7 G

10 （公財）長野県産業振興機構 イノベーション創出事業 A事業①② 1年 28,974,055 13,004,807 7 A,B

11 （公財）やまなし産業支援機構 新市場開拓等中小企業経営革新支援事業 A事業①② 4年 48,000,000 24,000,000 3,5 A,B

12 （公財）静岡県産業振興財団
ＤＸによる成長企業の発掘と新たな伴走支援モ
デルの構築

B事業 1年 4,000,000 4,000,000 8 G

13 （公財）あいち産業振興機構 海外販路開拓アウトリーチ事業 B事業 1年 3,996,780 3,996,780 3 C,D

14 （公財）三重県産業支援センター 営業力強化支援促進事業 A事業② 1年 7,493,000 3,746,000 4 B,D

15 （公財）富山県新世紀産業機構 海外市場開拓事業 A事業①② 1年 11,786,000 5,893,000 3 A,C

16 （公財）石川県産業創出支援機構
いしかわ中小企業成長戦略助成・促進等支援事
業

A事業①② 4年 218,000,000 109,000,000 1,3,4 A,B,C

17 （公財）滋賀県産業支援プラザ 滋賀県牽引企業創出加速化事業 A事業①② 2年 162,146,000 81,018,000 8 A,B

18 （公財）京都産業２１
伴走支援と連携によるこれからの京都産業を担
う中小企業創出事業

A事業② 3年 113,160,000 56,580,000 3,7 B,C

19 （公財）奈良県地域産業センター
奈良県内の小規模事業者・中小企業者の新事業
展開への助成等事業

A事業① 4年 16,000,000 8,000,000 1,3 A

20 （公財）大阪産業局 大阪プロダクトエコシステム創出事業 A事業② 2年 27,200,000 12,510,000 1,3 B,C

21 （公財）ひょうご産業活性化センター
カーボンニュートラルなどの地域課題解決促進
事業

A事業①② 4年 244,800,000 122,400,000 3,8 A,D,G

22 （公財）わかやま産業振興財団 海外取引拡大推進プロジェクト A事業①② 3年 141,140,000 68,170,000 3 C

23 （公財）鳥取県産業振興機構
社会実装ビジネス創出プラットフォーム構築事
業

A事業② 3年 85,540,000 42,770,000 7 G

24 （公財）岡山県産業振興財団 おかやま地域ブランドの魅力発進‼事業 A事業② 2年 41,000,000 20,500,000 3 C

25 （公財）ひろしま産業振興機構 中小企業ＤＸ推進支援事業 A事業①② 1年 23,542,708 11,771,353 6 D

26 （公財）とくしま産業振興機構 伴走型ＤＸスタート企業創出事業 A事業① 1年 5,000,000 2,500,000 5 A

27 （公財）えひめ産業振興財団 えひめ中小企業等アクティブ・サポート事業 A事業①② 1年 28,327,391 14,163,695 1 A,B

28 （公財）福岡県中小企業振興センタ－ ふくおかステップアップ企業応援プロジェクト A事業② 1年 67,302,832 32,551,416 1,3,7 B,C

29 （公財）佐賀県産業振興機構 現場力向上・デジタル導入支援事業 A事業② 2年 61,532,200 30,694,100 5 B,D

30 （公財）くまもと産業支援財団
「食のみやこ熊本」台湾への食の販路開拓支援
事業

B事業 1年 4,000,000 4,000,000 4 E

31 （公財）大分県産業創造機構
大分県産品のブランド力強化及び国内・海外市
場への販路深化事業

A事業② 1年 45,429,450 19,488,000 3 C,D

32 （公財）宮崎県産業振興機構 日本のひなた宮崎人材育成事業 A事業① 4年 24,000,000 12,000,000 8 A

33 （公財）かごしま産業支援センター かごしま製造業革新的挑戦支援事業－KICS A事業①② 1年 30,315,165 15,157,581 1,2,3 A,C,D

②　２０２５年度第２回公募

1 （公財）しまね産業振興財団 しまね流海外販路開拓支援力強化事業 B事業 1年 4,000,000 4,000,000 8 G

A事業 28件 1,798,797,841 870,926,264

B事業 6件 23,756,643 23,756,643

合計 34件 1,822,554,484 894,682,907

支援分野※1：１.新商品開発、新商品企画
２.製作手法の改良
３.販路開拓（国内、海外）
４.販路開拓手法の改良
５.生産性向上（DX、GX関係）
６.生産性向上（DX、GX以外）
７.新事業創出
８.支援体制の強化

事業内容※2：A.助成金交付事業
B.専門家派遣・伴走支援事業
C.展示会・商談会開催事業
D.セミナー・研修事業
E.調査・研究事業
F.モデル企業支援事業
G.支援基盤・連携の構築・拡充

事業区分：

(Ａ事業） ①新事業展開等助成金交付事業費

②新事業展開等促進事業

(B事業） 新事業展開等計画策定事業
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Ⅲ．理事会開催状況 

 

第１回理事会(書面による決議)  決議のあった日：２０２５年４月３０日(水) 

第１号議案 ２０２５年度第 1回評議員会の開催について 
  

第２回理事会 ２０２５年６月２日(月)  開催 全国協会「会議室」 

第１号議案 ２０２４年度特定資産「運営強化資金積立資産」の取崩額増額 

変更及び２０２４年度事業報告・収支決算について 

第２号議案 事務局長の選任について 

   第３号議案 ２０２５年度第２回評議員会（定時評議員会）の開催について 
 

第３回理事会(書面による決議) 決議のあった日：２０２５年６月２６日(木) 

第１号議案 会長（代表理事）の選任について 

第２号議案 専務理事（業務執行理事）の選任について 

第３号議案 役員の在任年齢の適用除外について 

 

 第４回理事会（書面による決議） 決議のあった日：２０２５年１２月９日（火） 

第１号議案 組織規程等の一部改正について 

第２号議案 公益目的事業に係る「変更届出書」について 

第３号議案 「２０２５年度第３回評議員会の開催」について 
 

第５回理事会 ２０２６年３月２３日(月） 開催 全国協会「会議室」 

第１号議案 ２０２５年度資金収支予算の補正について 

第２号議案 ２０２６年度事業計画・収支予算及び資金調達及び設備投資の見込

について 

第３号議案 ２０２６年度資金運用の執行方針及び計画について 

第４号議案 ２０２６年度公益財団法人全国中小企業振興機関協会への負担金に 

ついて 

第５号議案 ２０２６年度特定資産の取崩額及び期中資金調達のための特定資産             

からの貸付について 

 

 

Ⅳ．評議員会開催状況 

 

第１回評議員会(書面による決議)  決議のあった日：２０２５年５月１５日(木) 

第 1号議案 評議員の選任について 

第２号議案 役員候補者選考委員会委員の選任について 

第３号議案 理事の選任について 
 

第２回評議員会 ２０２５年６月２６日(木) 開催 全国協会「会議室」 

第１号議案 ２０２４年度収支決算について 

第２号議案 評議員の選任について（任期満了） 

   第３号議案 役員候補者選考委員会委員の選任について（任期満了） 

第４号議案 理事の選任について（任期満了） 
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Ｂ組織 Ｂ組織 

 
Ⅰ．役 員 

   理 事：１３名（うち会長１名、専務理事１名）、 監 事： ２名 

                           ２０２６年３月３１日現在（五十音順） 
役 職 氏 名 現 職 名 

会 長 中村 利雄 公益財団法人 全国中小企業振興機関協会 会長 

専務理事 大槻 宏実 公益財団法人 全国中小企業振興機関協会 専務理事 

理 事 葛城 慎輔 
公益財団法人 いばらき中小企業グローバル推進機構  

専務理事            

理 事 木下 和典 東京中小企業投資育成株式会社 取締役 

理 事 小林 治彦 東京商工会議所 常務理事 

理 事 佐伯 安史 公益財団法人 ひろしま産業振興機構  副理事長 

理 事 佐野 吉浩 株式会社 商工組合中央金庫 常務執行役員           

理 事 堤  静子 
公益財団法人 ２１あおもり産業総合支援センター  

理事長 

理 事 土居 祐二 公益財団法人 えひめ産業振興財団 専務理事 

理 事 藤本  武 公益財団法人 佐賀県産業振興機構 副理事長 

理 事 宮口 美範 公益財団法人 ひょうご産業活性化センター 理事長 

理 事 安田 武彦  東洋大学 大学院経営学研究科 客員教授 

理 事 渡辺 裕香 公益財団法人 あいち産業振興機構 理事長 

監 事 内田 雅啓 公益財団法人 長野県産業振興機構 専務理事 

監 事 金子 知裕 独立行政法人 中小企業基盤整備機構 理事 

 

Ⅱ．評議員 

１３名 

                           ２０２６年３月３１日現在（五十音順） 
氏 名 現 職 名 

厚地 昭仁 公益財団法人 くまもと産業支援財団 理事長 

板東 安彦 公益財団法人 とくしま産業振興機構 理事長 

佐藤 哲哉 全国中小企業団体中央会 専務理事 

 中谷  仁  公益財団法人 富山県新世紀産業機構 理事長 

塩田  誠 全国商工会連合会 専務理事 

佐野 哲郎 公益財団法人 にいがた産業創造機構 副理事長 

中西 充 公益財団法人 東京都中小企業振興公社 理事長 

加藤  浩 公益財団法人 北海道中小企業総合支援センター 専務理事 

畑野 浩朗 一般社団法人 全国信用保証協会連合会 専務理事 

堀  潔 桜美林大学 リベラルアーツ学群 教授 副学長 

村上 和也 公益財団法人 大阪産業局 常務理事 

松本 憲治 日本商工会議所 中小企業振興部 部長 

福田 浩治 公益財団法人 やまぐち産業振興財団 副理事長 
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Ⅲ．理事会開催状況 

 

第１回理事会(書面による決議)  決議のあった日：２０２５年４月３０日(水) 

第１号議案 ２０２５年度第 1回評議員会の開催について 
  

第２回理事会 ２０２５年６月２日(月)  開催 全国協会「会議室」 

第１号議案 ２０２４年度特定資産「運営強化資金積立資産」の取崩額増額 

変更及び２０２４年度事業報告・収支決算について 

第２号議案 事務局長の選任について 

   第３号議案 ２０２５年度第２回評議員会（定時評議員会）の開催について 
 

第３回理事会(書面による決議) 決議のあった日：２０２５年６月２６日(木) 

第１号議案 会長（代表理事）の選任について 

第２号議案 専務理事（業務執行理事）の選任について 

第３号議案 役員の在任年齢の適用除外について 

 

 第４回理事会（書面による決議） 決議のあった日：２０２５年１２月９日（火） 

第１号議案 組織規程等の一部改正について 

第２号議案 公益目的事業に係る「変更届出書」について 

第３号議案 「２０２５年度第３回評議員会の開催」について 
 

第５回理事会 ２０２６年３月２３日(月） 開催 全国協会「会議室」 

第１号議案 ２０２５年度資金収支予算の補正について 

第２号議案 ２０２６年度事業計画・収支予算及び資金調達及び設備投資の見込

について 

第３号議案 ２０２６年度資金運用の執行方針及び計画について 

第４号議案 ２０２６年度公益財団法人全国中小企業振興機関協会への負担金に 

ついて 

第５号議案 ２０２６年度特定資産の取崩額及び期中資金調達のための特定資産             

からの貸付について 

 

 

Ⅳ．評議員会開催状況 

 

第１回評議員会(書面による決議)  決議のあった日：２０２５年５月１５日(木) 

第 1号議案 評議員の選任について 

第２号議案 役員候補者選考委員会委員の選任について 

第３号議案 理事の選任について 
 

第２回評議員会 ２０２５年６月２６日(木) 開催 全国協会「会議室」 

第１号議案 ２０２４年度収支決算について 

第２号議案 評議員の選任について（任期満了） 

   第３号議案 役員候補者選考委員会委員の選任について（任期満了） 

第４号議案 理事の選任について（任期満了） 
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ＢＢ組組織織  

 
Ⅰ．役 員 

   理 事：１３名（うち会長１名、専務理事１名）、 監 事： ２名 

                           ２０２６年３月３１日現在（五十音順） 
役 職 氏 名 現 職 名 

会 長 中村 利雄 公益財団法人 全国中小企業振興機関協会 会長 

専務理事 大槻 宏実 公益財団法人 全国中小企業振興機関協会 専務理事 

理 事 葛城 慎輔 
公益財団法人 いばらき中小企業グローバル推進機構  

専務理事            

理 事 木下 和典 東京中小企業投資育成株式会社 取締役 

理 事 小林 治彦 東京商工会議所 常務理事 

理 事 佐伯 安史 公益財団法人 ひろしま産業振興機構  副理事長 

理 事 佐野 吉浩 株式会社 商工組合中央金庫 常務執行役員           

理 事 堤  静子 
公益財団法人 ２１あおもり産業総合支援センター  

理事長 

理 事 土居 祐二 公益財団法人 えひめ産業振興財団 専務理事 

理 事 藤本  武 公益財団法人 佐賀県産業振興機構 副理事長 

理 事 宮口 美範 公益財団法人 ひょうご産業活性化センター 理事長 

理 事 安田 武彦  東洋大学 大学院経営学研究科 客員教授 

理 事 渡辺 裕香 公益財団法人 あいち産業振興機構 理事長 

監 事 内田 雅啓 公益財団法人 長野県産業振興機構 専務理事 

監 事 金子 知裕 独立行政法人 中小企業基盤整備機構 理事 

 

Ⅱ．評議員 

１３名 

                           ２０２６年３月３１日現在（五十音順） 
氏 名 現 職 名 

厚地 昭仁 公益財団法人 くまもと産業支援財団 理事長 

板東 安彦 公益財団法人 とくしま産業振興機構 理事長 

佐藤 哲哉 全国中小企業団体中央会 専務理事 

中谷  仁   公益財団法人 富山県新世紀産業機構 理事長 

塩田  誠 全国商工会連合会 専務理事 

佐野 哲郎 公益財団法人 にいがた産業創造機構 副理事長 

中西 充 公益財団法人 東京都中小企業振興公社 理事長 

加藤  浩 公益財団法人 北海道中小企業総合支援センター 専務理事 

畑野 浩朗 一般社団法人 全国信用保証協会連合会 専務理事 

堀  潔 桜美林大学 リベラルアーツ学群 教授 副学長 

村上 和也 公益財団法人 大阪産業局 常務理事 

松本 憲治 日本商工会議所 中小企業振興部 部長 

福田 浩治 公益財団法人 やまぐち産業振興財団 副理事長 
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Ⅴ．組織図  
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第５号議案 監事の選任について（任期満了） 
 

第３回評議員会(書面による決議)  決議のあった日：２０２５年１２月１９日(金） 

第１号議案 理事の選任について 
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２ ０ ２ ５ 年 度 財 務 諸 表 

 

 

 

 

財財  

務務  

諸諸  

表表  

 - 22 - 

 

参参考考（（全全国国中中小小企企業業振振興興機機関関共共済済会会）） 

全国中小企業振興機関共済会としての活動は、次のとおりです。 

 

（１）中小企業振興機関の職員に対する年金制度の着実な運営等に努めました。 

【加入状況】 

 
    年度 

項目 
2024 年度末 

(Ａ) 

2025年度末 

(Ｂ) 

増減 

(Ｂ－Ａ) 

共
済
年
金 

加入機関数 41 41 0 

加入者数 874 897 23 

積 立 金 671百万円 692百万円 21百万円 

任 
 

意 

積
立
年
金 

加入機関数 4 3 -1 

加入者数 5 4 -1 

積 立 金 8.0 百万円 7.0百万円 -1.0 百万円 

 

（２）全国中小企業振興機関共済会理事会の開催状況 

    第 1回理事会(書面による決議)  ２０２５年６月２５日(水) 

第１号議案 監事の選任について 

 

第２回理事会(書面による決議)  ２０２５年６月３０日(火) 

第１号議案 ２０２４年度事業報告書・収支決算書について 

 

第３回理事会(書面による決議)  ２０２６年３月２７日(金) 

第１号議案 ２０２６年度 事業計画書・収支予算書について 
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（単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増減

Ⅰ　資産の部
　　１．流動資産 
　　　　現金預金 　 92,921,204 8,611,517 84,309,687
　　　　未収入金 　 2,692,473 69,049,540 △ 66,357,067
　　　　未収利息 3,297,158 1,794,045 1,503,113
　　　　立替金 7,050 17,580 △ 10,530
　　　　前払費用 　 2,700,006 2,601,984 98,022
　　　流動資産合計 101,617,891 82,074,666 19,543,225
　　２．固定資産 
　　　(1) 基本財産 　
　　　　投資有価証券 　 692,350,000 592,350,000 100,000,000
　　　　定期預金 　 21,709,878 121,709,878 △ 100,000,000
　　　基本財産合計 714,059,878 714,059,878 0
　　　(2) 特定資産 　
　　　　退職給付引当資産 　 31,478,400 32,195,900 △ 717,500
　　　　役員退職慰労引当資産 　 11,280,000 9,840,000 1,440,000
　　　　共済年金給付引当資産 　 937,740 1,193,040 △ 255,300
　　　　中小企業等活性化調査研究等事業基金積立資産 233,374,956 293,169,523 △ 59,794,567
　　　　中小企業地域資源活用等促進事業基金積立資産 1,173,656,842 2,056,479,271 △ 882,822,429
        中小企業振興事業基金積立資産 287,752,350 288,819,777 △ 1,067,427
　　　　建物付属設備 2,376,748 2,782,927 △ 406,179
　　　　什器備品 　 190,886 251,475 △ 60,589
　　　　電話加入権 　 12,000 12,000 0
　　　　敷金 　 3,749,999 3,749,999 0
　　　　運営強化資金積立資産 145,159,920 155,256,815 △ 10,096,895
　　　特定資産合計 1,889,969,841 2,843,750,727 △ 953,780,886
　　　(3) その他固定資産 　
　　　　建物付属設備 51,448 213,316 △ 161,868
　　　　什器備品 　 100,265 120,999 △ 20,734
　　　　電話加入権 　 15,500 15,500 0
　　　　有形リース資産 3,882,520 457,189 3,425,331
　　　　敷金 　 11,980,881 11,980,881 0
　　　その他固定資産合計 16,030,614 12,787,885 3,242,729
　　　固定資産合計 2,620,060,333 3,570,598,490 △ 950,538,157
　　　資　産　合　計 2,721,678,224 3,652,673,156 △ 930,994,932

Ⅱ　負債の部
　　１．流動負債 
　　　　未払金 　 31,266,831 8,463,789 22,803,042
　　　　未払費用 18,368,894 17,364,205 1,004,689
　　　　未払消費税等 1,410,600 5,813,300 △ 4,402,700
　　　　預り金 　 1,949,522 1,978,791 △ 29,269
　　　　1年以内返済予定リース債務 1,154,334 464,933 689,401
　　　　賞与引当金 1,393,751 1,881,073 △ 487,322
        役員賞与引当金 1,020,000 1,020,000 0
　　　流動負債合計 56,563,932 36,986,091 19,577,841
　　２．固定負債 
　　　　リース債務 2,772,502 0 2,772,502
　　　　退職給付引当金 　 31,478,400 32,195,900 △ 717,500
        役員退職慰労引当金 11,280,000 9,840,000 1,440,000
　　　　共済年金給付引当金　 937,740 1,193,040 △ 255,300
　　　固定負債合計 46,468,642 43,228,940 3,239,702
　　　負　債　合　計 103,032,574 80,215,031 22,817,543
Ⅲ　正味財産の部
　　１．指定正味財産 
　　　　民間助成金 1,407,031,798 2,349,648,794 △ 942,616,996
　　　　寄付金 　 752,070,331 763,701,421 △ 11,631,090
　　　指定正味財産合計 2,159,102,129 3,113,350,215 △ 954,248,086
　　　　（うち基本財産への充当額） 　 ( 312,828,428 ) ( 312,828,428 ) ( 0 )
　　　　（うち特定資産への充当額） 　 ( 1,846,273,701 ) ( 2,800,521,787 ) ( △ 954,248,086 )
　　２．一般正味財産 459,543,521 459,107,910 435,611
　　　　（うち基本財産への充当額） 　 ( 401,231,450 ) ( 401,231,450 ) ( 0 )
　　　　（うち特定資産への充当額） 　 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )
　　　正味財産合計  2,618,645,650  3,572,458,125 △ 953,812,475
　　　負債及び正味財産合計  2,721,678,224  3,652,673,156 △ 930,994,932

貸貸　　　　借借　　　　対対　　　　照照　　　　表表

2026年3月31日現在2026年3月31日現在
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（単位：円）

科　　　　　目 当年度 前年度 増減

　　　　②管理費 42,754,550 51,020,733 △8,266,183

　　　　　　役員報酬 　 6,700,800 6,700,800 0

　　　　　　給料手当 　 12,054,995 17,341,561 △5,286,566

　　　　　　派遣費 0 18,782 △18,782

　　　　　　賞与引当金繰入額 484,117 550,748 △66,631

　　　　　　役員賞与引当金繰入額 408,000 408,000 0

　　　　　　退職給付費用 　 75,371 76,800 △1,429

　　　　　　役員退職慰労引当金繰入額 576,000 576,000 0

　　　　　　福利厚生費 　 2,732,209 3,657,267 △925,058

　　　　　　旅費交通費 778,625 762,341 16,284

　　　　　　通信運搬費 497,602 479,205 18,397

　　　　　　減価償却費 　 521,354 601,057 △79,703

　　　　　　消耗品費 501,418 525,925 △24,507

　　　　　　資料費 46,296 42,970 3,326

　　　　　　会議費 　 246,973 460,625 △213,652

　　　　　　会場費 432,817 814,572 △381,755

　　　　　　印刷費 429,869 591,767 △161,898

　　　　　　賃借料 8,382,577 8,505,523 △122,946

　　　　　　光熱水料費 188,717 200,741 △12,024

　　　　　　諸謝金 　 41,904 41,904 0

　　　　　　租税公課 　 10,620 125,510 △114,890

　　　　　　支払利息 16,241 1,911 14,330

　　　　　　会費 150,000 150,000 0

　　　　　　慶弔費 16,500 33,000 △16,500

　　　　　　報償費 422,752 1,532,443 △1,109,691

　　　　　　報酬料 5,200,250 5,076,500 123,750

　　　　　　委託費 1,490,639 1,415,415 75,224

　　　　　　保守料 178,748 167,470 11,278

　　　　　　振込手数料 61,335 58,983 2,352

　　　　　　雑費 107,821 102,913 4,908

　　　　経常費用計 1,380,073,051 679,605,195 700,467,856

　　　　当期経常増減額 435,611 17,624,641 △17,189,030

　２．経常外増減の部

　　(1) 経常外収益

　　　　経常外収益計 0 0 0

　　(2) 経常外費用

　　　　経常外費用計 0 0 0

　　　　当期経常外増減額 0 0 0

　　　　当期一般正味財産増減額 435,611 17,624,641 △17,189,030

　　　　一般正味財産期首残高 459,107,910 441,483,269 17,624,641

　　　　一般正味財産期末残高 459,543,521 459,107,910 435,611

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　　①受取補助金等 26,305,190 34,338,307 △8,033,117

　　　　　　受取返還民間助成金 26,305,190 34,338,307 △8,033,117

　　　　②特定資産評価損益等 3,836,678 △484,203 4,320,881

　　　　　　特定資産評価損益等 3,836,678 △484,203 4,320,881

　　　　③一般正味財産への振替額 △984,389,954 △310,229,730 △674,160,224

　　　　　　一般正味財産への振替額 △984,389,954 △310,229,730 △674,160,224

　　　　当期指定正味財産増減額 △954,248,086 △276,375,626 △677,872,460

　　　　指定正味財産期首残高 3,113,350,215 3,389,725,841 △276,375,626

　　　　指定正味財産期末残高 2,159,102,129 3,113,350,215 △954,248,086
Ⅲ　正味財産期末残高 2,618,645,650 3,572,458,125 △953,812,475
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（単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　　(1) 経常収益

　　　　①基本財産運用益 24,802,054 20,897,864 3,904,190

　　　　　　基本財産受取利息 　 821,854 1,657,664 △835,810

　　　　　　基本財産受取配当金 23,980,200 19,240,200 4,740,000

　　　　②特定資産運用益 10,119,581 7,918,459 2,201,122

　　　　　　退職給付引当資産受取利息 　 29,119 9,966 19,153

　　　　　　中小企業等活性化調査研究等事業基金積立資産受取利息 402,357 93,500 308,857

　　　　　　中小企業地域資源活用等促進事業基金積立資産受取利息 2,483,448 1,067,767 1,415,681

　　　　　　中小企業振興事業基金積立資産受取利息 3,178,520 2,893,693 284,827

　　　　　　運営強化資金積立資産受取利息 4,026,127 3,853,500 172,627

　　　　　　戦略的情報化機器等整備事業管理積立資産受取利息 10 33 △23

　　　　③受取会費 1,900,000 1,900,000 0

　　　　　　賛助会員受取会費 1,900,000 1,900,000 0

　　　　④事業収益 323,319,983 320,988,307 2,331,676

　　　　　　図書等販売収益 　 1,094,579 1,966,329 △871,750

　　　　　　講習会事業収益 　 3,302,000 6,666,000 △3,364,000

　　　　　　振興業務関係事業収益 　 759,988 1,123,658 △363,670

　　　　　　事業参加機関事業収益 　 4,617,000 3,351,000 1,266,000

　　　　　　取引かけこみ寺事業収益（相談・ＡＤＲ業務） 313,546,416 307,881,320 5,665,096

　　　　⑤受取補助金等 968,922,186 267,816,962 701,105,224

　　　　　　受取民間助成金振替額 968,922,186 267,816,962 701,105,224

　　　　⑥受取負担金 34,977,000 34,977,000 0

　　　　　　受取負担金 　 34,977,000 34,977,000 0

　　　　⑦受取寄付金 15,467,768 42,412,768 △26,945,000

　　　　　　受取寄付金振替額 15,467,768 42,412,768 △26,945,000

　　　　⑧雑収益 1,000,090 318,476 681,614

　　　　　　受取利息 　 907,398 318,146 589,252

　　　　　　雑収益 92,692 330 92,362

　　　　経常収益計 1,380,508,662 697,229,836 683,278,826

　　(2) 経常費用

　　　　①事業費 1,337,318,501 628,584,462 708,734,039

　　　　　　役員報酬 　 10,051,200 10,051,200 0

　　　　　　給料手当 　 243,388,521 239,561,445 3,827,076

　　　　　　派遣費 16,304,033 8,546,285 7,757,748

　　　　　　賞与引当金繰入額 909,634 1,330,325 △420,691

　　　　　　役員賞与引当金繰入額 612,000 612,000 0

　　　　　　退職給付費用 　 2,829,900 729,800 2,100,100

　　　　　　役員退職慰労引当金繰入額 864,000 864,000 0

　　　　　　福利厚生費 　 29,717,731 30,826,176 △1,108,445

　　　　　　旅費交通費 10,009,538 11,749,614 △1,740,076

　　　　　　通信運搬費 8,929,484 8,629,355 300,129

　　　　　　減価償却費 　 1,481,173 1,877,079 △395,906

　　　　　　消耗品費 2,049,267 2,451,490 △402,223

　　　　　　資料費 456,624 288,760 167,864

　　　　　　会議費 　 786,458 428,912 357,546

　　　　　　会場費 1,785,201 1,853,808 △68,607

　　　　　　印刷費 4,162,950 4,205,638 △42,688

　　　　　　賃借料 21,694,380 20,849,690 844,690

　　　　　　光熱水料費 1,173,854 1,185,563 △11,709

　　　　　　諸謝金 　 16,148,172 13,725,573 2,422,599

　　　　　　支払助成金 894,682,907 229,092,165 665,590,742

　　　　　　租税公課 　 17,534,600 21,424,600 △3,890,000

　　　　　　支払利息 101,024 11,293 89,731

　　　　　　会費 16,500 16,500 0

　　　　　　原稿料 62,856 197,735 △134,879

　　　　　　委託費 49,503,483 16,137,106 33,366,377

　　　　　　保守料 1,154,395 1,029,708 124,687

　　　　　　振込手数料 556,458 588,818 △32,360

　　　　　　雑費 352,158 319,824 32,334

正 味 財 産 増 減 計 算 書正 味 財 産 増 減 計 算 書

22002255年年44月月11日日かからら  22002266年年33月月3311日日ままでで

科　　　　　目 当年度 前年度 増減
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（単位：円）

科　　　　　目 当年度 前年度 増減

　　　　②管理費 42,754,550 51,020,733 △8,266,183

　　　　　　役員報酬 　 6,700,800 6,700,800 0

　　　　　　給料手当 　 12,054,995 17,341,561 △5,286,566

　　　　　　派遣費 0 18,782 △18,782

　　　　　　賞与引当金繰入額 484,117 550,748 △66,631

　　　　　　役員賞与引当金繰入額 408,000 408,000 0

　　　　　　退職給付費用 　 75,371 76,800 △1,429

　　　　　　役員退職慰労引当金繰入額 576,000 576,000 0

　　　　　　福利厚生費 　 2,732,209 3,657,267 △925,058

　　　　　　旅費交通費 778,625 762,341 16,284

　　　　　　通信運搬費 497,602 479,205 18,397

　　　　　　減価償却費 　 521,354 601,057 △79,703

　　　　　　消耗品費 501,418 525,925 △24,507

　　　　　　資料費 46,296 42,970 3,326

　　　　　　会議費 　 246,973 460,625 △213,652

　　　　　　会場費 432,817 814,572 △381,755

　　　　　　印刷費 429,869 591,767 △161,898

　　　　　　賃借料 8,382,577 8,505,523 △122,946

　　　　　　光熱水料費 188,717 200,741 △12,024

　　　　　　諸謝金 　 41,904 41,904 0

　　　　　　租税公課 　 10,620 125,510 △114,890

　　　　　　支払利息 16,241 1,911 14,330

　　　　　　会費 150,000 150,000 0

　　　　　　慶弔費 16,500 33,000 △16,500

　　　　　　報償費 422,752 1,532,443 △1,109,691

　　　　　　報酬料 5,200,250 5,076,500 123,750

　　　　　　委託費 1,490,639 1,415,415 75,224

　　　　　　保守料 178,748 167,470 11,278

　　　　　　振込手数料 61,335 58,983 2,352

　　　　　　雑費 107,821 102,913 4,908

　　　　経常費用計 1,380,073,051 679,605,195 700,467,856

　　　　当期経常増減額 435,611 17,624,641 △17,189,030

　２．経常外増減の部

　　(1) 経常外収益

　　　　経常外収益計 0 0 0

　　(2) 経常外費用

　　　　経常外費用計 0 0 0

　　　　当期経常外増減額 0 0 0

　　　　当期一般正味財産増減額 435,611 17,624,641 △17,189,030

　　　　一般正味財産期首残高 459,107,910 441,483,269 17,624,641

　　　　一般正味財産期末残高 459,543,521 459,107,910 435,611

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　　①受取補助金等 26,305,190 34,338,307 △8,033,117

　　　　　　受取返還民間助成金 26,305,190 34,338,307 △8,033,117

　　　　②特定資産評価損益等 3,836,678 △484,203 4,320,881

　　　　　　特定資産評価損益等 3,836,678 △484,203 4,320,881

　　　　③一般正味財産への振替額 △984,389,954 △310,229,730 △674,160,224

　　　　　　一般正味財産への振替額 △984,389,954 △310,229,730 △674,160,224

　　　　当期指定正味財産増減額 △954,248,086 △276,375,626 △677,872,460

　　　　指定正味財産期首残高 3,113,350,215 3,389,725,841 △276,375,626

　　　　指定正味財産期末残高 2,159,102,129 3,113,350,215 △954,248,086
Ⅲ　正味財産期末残高 2,618,645,650 3,572,458,125 △953,812,475
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（単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　　(1) 経常収益

　　　　①基本財産運用益 24,802,054 20,897,864 3,904,190

　　　　　　基本財産受取利息 　 821,854 1,657,664 △835,810

　　　　　　基本財産受取配当金 23,980,200 19,240,200 4,740,000

　　　　②特定資産運用益 10,119,581 7,918,459 2,201,122

　　　　　　退職給付引当資産受取利息 　 29,119 9,966 19,153

　　　　　　中小企業等活性化調査研究等事業基金積立資産受取利息 402,357 93,500 308,857

　　　　　　中小企業地域資源活用等促進事業基金積立資産受取利息 2,483,448 1,067,767 1,415,681

　　　　　　中小企業振興事業基金積立資産受取利息 3,178,520 2,893,693 284,827

　　　　　　運営強化資金積立資産受取利息 4,026,127 3,853,500 172,627

　　　　　　戦略的情報化機器等整備事業管理積立資産受取利息 10 33 △23

　　　　③受取会費 1,900,000 1,900,000 0

　　　　　　賛助会員受取会費 1,900,000 1,900,000 0

　　　　④事業収益 323,319,983 320,988,307 2,331,676

　　　　　　図書等販売収益 　 1,094,579 1,966,329 △871,750

　　　　　　講習会事業収益 　 3,302,000 6,666,000 △3,364,000

　　　　　　振興業務関係事業収益 　 759,988 1,123,658 △363,670

　　　　　　事業参加機関事業収益 　 4,617,000 3,351,000 1,266,000

　　　　　　取引かけこみ寺事業収益（相談・ＡＤＲ業務） 313,546,416 307,881,320 5,665,096

　　　　⑤受取補助金等 968,922,186 267,816,962 701,105,224

　　　　　　受取民間助成金振替額 968,922,186 267,816,962 701,105,224

　　　　⑥受取負担金 34,977,000 34,977,000 0

　　　　　　受取負担金 　 34,977,000 34,977,000 0

　　　　⑦受取寄付金 15,467,768 42,412,768 △26,945,000

　　　　　　受取寄付金振替額 15,467,768 42,412,768 △26,945,000

　　　　⑧雑収益 1,000,090 318,476 681,614

　　　　　　受取利息 　 907,398 318,146 589,252

　　　　　　雑収益 92,692 330 92,362

　　　　経常収益計 1,380,508,662 697,229,836 683,278,826

　　(2) 経常費用

　　　　①事業費 1,337,318,501 628,584,462 708,734,039

　　　　　　役員報酬 　 10,051,200 10,051,200 0

　　　　　　給料手当 　 243,388,521 239,561,445 3,827,076

　　　　　　派遣費 16,304,033 8,546,285 7,757,748

　　　　　　賞与引当金繰入額 909,634 1,330,325 △420,691

　　　　　　役員賞与引当金繰入額 612,000 612,000 0

　　　　　　退職給付費用 　 2,829,900 729,800 2,100,100

　　　　　　役員退職慰労引当金繰入額 864,000 864,000 0

　　　　　　福利厚生費 　 29,717,731 30,826,176 △1,108,445

　　　　　　旅費交通費 10,009,538 11,749,614 △1,740,076

　　　　　　通信運搬費 8,929,484 8,629,355 300,129

　　　　　　減価償却費 　 1,481,173 1,877,079 △395,906

　　　　　　消耗品費 2,049,267 2,451,490 △402,223

　　　　　　資料費 456,624 288,760 167,864

　　　　　　会議費 　 786,458 428,912 357,546

　　　　　　会場費 1,785,201 1,853,808 △68,607

　　　　　　印刷費 4,162,950 4,205,638 △42,688

　　　　　　賃借料 21,694,380 20,849,690 844,690

　　　　　　光熱水料費 1,173,854 1,185,563 △11,709

　　　　　　諸謝金 　 16,148,172 13,725,573 2,422,599

　　　　　　支払助成金 894,682,907 229,092,165 665,590,742

　　　　　　租税公課 　 17,534,600 21,424,600 △3,890,000

　　　　　　支払利息 101,024 11,293 89,731

　　　　　　会費 16,500 16,500 0

　　　　　　原稿料 62,856 197,735 △134,879

　　　　　　委託費 49,503,483 16,137,106 33,366,377

　　　　　　保守料 1,154,395 1,029,708 124,687

　　　　　　振込手数料 556,458 588,818 △32,360

　　　　　　雑費 352,158 319,824 32,334

正正  味味  財財  産産  増増  減減  計計  算算  書書

22002255年年44月月11日日かからら  22002266年年33月月3311日日ままでで

科　　　　　目 当年度 前年度 増減

- 26 -

- 20 -



１．重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券・・・・・償却原価法（定額法）によっている。

満期保有目的の債券以外の有価証券

　時価のあるもの　・・・・・期末日の市場価格等に基づく時価法(売却原価は移動平均法により算定)によっている。　　　　　

　時価のないもの　・・・・・移動平均法による原価法によっている。

(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産・・・・・・・・ 定額法によっている。

有形リース資産

(3) 引当金の計上基準

(4)外貨建資産の本邦通貨への換算基準

外貨建資産は、決算日の直物為替相場により円貨に換算している。

(5)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。

「公益法人会計基準」（平成20年４月11日　最終改正令和２年５月15日　内閣府公益認定等委員会）を採用している。

①賞与引当金　　・・・・・職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に負担すべき額
　　　　　　　　　　　　　を計上している。

②役員賞与引当金・・・・・役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に負担すべき額
　　　　　　　　　　　　　を計上している。

財  務  諸  表  に  対  す  る  注  記

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
             ・・・・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

③退職給付引当金・・・・・職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、
　　　　　　　　　　　　　当期末において発生していると認められる額を計上している。なお、
　　　　　　　　　　　　　退職給付債務は簡便法により当法人退職金規程の期末自己都合要支給
　　　　　　　　　　　　　額に基づいて計算している。

④役員退職慰労引当金・・・役員の退職慰労金の支給に備えるため、規程に基づく期末要支給額を
　　　　　　　　　　　　　計上している。

⑤共済年金給付引当金・・・職員の退職給付に備えるため、職員に対する共済年金として積み立て
　　　　　　　　　　　　　た額を計上している。
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（単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部
　１．経常増減の部
　　(1) 経常収益
　　　　①基本財産運用益 0 0 0 0 18,802,054 18,802,054 6,000,000 0 24,802,054
　　　　　　基本財産受取利息 　 0 0 0 0 821,854 821,854 0 0 821,854
　　　　　　基本財産受取配当金 0 0 0 0 17,980,200 17,980,200 6,000,000 0 23,980,200
　　　　②特定資産運用益 0 0 402,357 2,483,448 3,178,520 6,064,325 4,055,256 0 10,119,581
　　　　　　退職給付引当資産受取利息 　 0 0 0 0 0 0 29,119 0 29,119
　　　　　　中小企業等活性化調査研究等事業基金積立資産受取利息 0 0 402,357 0 0 402,357 0 0 402,357
　　　　　　中小企業地域資源活用等促進事業基金積立資産受取利息 0 0 0 2,483,448 0 2,483,448 0 0 2,483,448
　　　　　　中小企業振興事業基金積立資産受取利息 0 0 0 0 3,178,520 3,178,520 0 0 3,178,520
　　　　　　運営強化資金積立資産受取利息 0 0 0 0 0 0 4,026,127 0 4,026,127
　　　　　　戦略的情報化機器等整備事業管理積立資産受取利息 0 0 0 0 0 0 10 0 10
　　　　③受取会費 1,200,000 700,000 0 0 0 1,900,000 0 0 1,900,000
　　　　　　賛助会員受取会費 1,200,000 700,000 0 0 0 1,900,000 0 0 1,900,000
　　　　④事業収益 318,702,983 4,617,000 0 0 0 323,319,983 0 0 323,319,983
　　　　　　図書等販売収益 　 1,094,579 0 0 0 0 1,094,579 0 0 1,094,579
　　　　　　講習会事業収益 　 3,302,000 0 0 0 0 3,302,000 0 0 3,302,000
　　　　　　振興業務関係事業収益 　 759,988 0 0 0 0 759,988 0 0 759,988
　　　　　　事業参加機関事業収益 　 0 4,617,000 0 0 0 4,617,000 0 0 4,617,000
　　　　　　取引かけこみ寺事業収益（相談・ＡＤＲ業務） 313,546,416 0 0 0 0 313,546,416 0 0 313,546,416
　　　　⑤受取補助金等 0 0 59,794,567 909,127,619 0 968,922,186 0 0 968,922,186
　　　　　　受取民間助成金振替額 0 0 59,794,567 909,127,619 0 968,922,186 0 0 968,922,186
　　　　⑥受取負担金 0 0 0 0 17,488,500 17,488,500 17,488,500 0 34,977,000
　　　　　　受取負担金 　 0 0 0 0 17,488,500 17,488,500 17,488,500 0 34,977,000
　　　　⑦受取寄付金 0 0 0 0 1,067,427 1,067,427 14,400,341 0 15,467,768
　　　　　　受取寄付金振替額 0 0 0 0 1,067,427 1,067,427 14,400,341 0 15,467,768
　　　　⑧雑収益 148,741 203,637 3,254,290 837,628 451,233 4,895,529 1,249,011 5,144,450 1,000,090
　　　　　　受取利息 　 0 0 143,229 519,468 244,701 907,398 0 0 907,398
　　　　　　雑収益 148,741 203,637 3,111,061 318,160 206,532 3,988,131 1,249,011 5,144,450 92,692
　　　　経常収益計 320,051,724 5,520,637 63,451,214 912,448,695 40,987,734 1,342,460,004 43,193,108 5,144,450 1,380,508,662
　　(2) 経常費用
　　　　①事業費 327,591,278 20,242,692 69,073,793 925,555,188 0 1,342,462,951 0 5,144,450 1,337,318,501
　　　　　　役員報酬 　 3,517,920 1,340,160 1,172,640 4,020,480 0 10,051,200 0 0 10,051,200
　　　　　　給料手当 　 201,212,052 9,834,047 14,093,885 18,248,537 0 243,388,521 0 0 243,388,521
　　　　　　派遣費 7,098,547 21,450 9,184,036 0 0 16,304,033 0 0 16,304,033
　　　　　　賞与引当金繰入額 552,379 31,545 269,230 56,480 0 909,634 0 0 909,634
　　　　　　役員賞与引当金繰入額 214,200 81,600 71,400 244,800 0 612,000 0 0 612,000
　　　　　　退職給付費用 　 2,054,266 72,152 703,482 0 0 2,829,900 0 0 2,829,900
　　　　　　役員退職慰労引当金繰入額 302,400 115,200 100,800 345,600 0 864,000 0 0 864,000
　　　　　　福利厚生費 　 23,396,441 1,758,919 1,885,000 2,677,371 0 29,717,731 0 0 29,717,731
　　　　　　旅費交通費 9,351,585 240,134 51,458 366,361 0 10,009,538 0 0 10,009,538
　　　　　　通信運搬費 8,326,607 377,356 106,831 118,690 0 8,929,484 0 0 8,929,484
　　　　　　減価償却費 　 790,188 123,618 284,371 282,996 0 1,481,173 0 0 1,481,173
　　　　　　消耗品費 1,220,526 163,270 333,455 332,016 0 2,049,267 0 0 2,049,267
　　　　　　資料費 131,774 241,690 41,688 41,472 0 456,624 0 0 456,624
　　　　　　会議費 　 18,923 761,624 2,657 3,254 0 786,458 0 0 786,458
　　　　　　会場費 225,500 1,559,701 0 0 0 1,785,201 0 0 1,785,201
　　　　　　印刷費 3,995,750 167,200 0 0 0 4,162,950 0 0 4,162,950
　　　　　　賃借料 14,992,469 1,204,398 2,755,416 2,742,097 0 21,694,380 0 0 21,694,380
　　　　　　光熱水料費 626,237 97,969 225,368 224,280 0 1,173,854 0 0 1,173,854
　　　　　　諸謝金 　 15,220,606 736,688 0 190,878 0 16,148,172 0 0 16,148,172
　　　　　　支払助成金 0 0 0 894,682,907 0 894,682,907 0 0 894,682,907
　　　　　　租税公課 　 22,545,596 103,054 30,400 0 0 22,679,050 0 5,144,450 17,534,600
　　　　　　支払利息 53,894 8,432 19,397 19,301 0 101,024 0 0 101,024
　　　　　　会費 0 16,500 0 0 0 16,500 0 0 16,500
　　　　　　原稿料 0 62,856 0 0 0 62,856 0 0 62,856
　　　　　　委託費 10,395,609 980,758 37,464,613 662,503 0 49,503,483 0 0 49,503,483
　　　　　　保守料 635,659 92,810 213,480 212,446 0 1,154,395 0 0 1,154,395
　　　　　　振込手数料 471,641 22,267 23,652 38,898 0 556,458 0 0 556,458
　　　　　　雑費 240,509 27,294 40,534 43,821 0 352,158 0 0 352,158
　　　　②管理費 0 0 0 0 0 0 42,754,550 0 42,754,550
　　　　　　役員報酬 　 0 0 0 0 0 0 6,700,800 0 6,700,800
　　　　　　給料手当 　 0 0 0 0 0 0 12,054,995 0 12,054,995
　　　　　　賞与引当金繰入額 0 0 0 0 0 0 484,117 0 484,117
　　　　　　役員賞与引当金繰入額 0 0 0 0 0 0 408,000 0 408,000
　　　　　　退職給付費用 　 0 0 0 0 0 0 75,371 0 75,371
　　　　　　役員退職慰労引当金繰入額 0 0 0 0 0 0 576,000 0 576,000
　　　　　　福利厚生費 　 0 0 0 0 0 0 2,732,209 0 2,732,209
　　　　　　旅費交通費 0 0 0 0 0 0 778,625 0 778,625
　　　　　　通信運搬費 0 0 0 0 0 0 497,602 0 497,602
　　　　　　減価償却費 　 0 0 0 0 0 0 521,354 0 521,354
　　　　　　消耗品費 0 0 0 0 0 0 501,418 0 501,418
　　　　　　資料費 0 0 0 0 0 0 46,296 0 46,296
　　　　　　会議費 　 0 0 0 0 0 0 246,973 0 246,973
　　　　　　会場費 0 0 0 0 0 0 432,817 0 432,817
　　　　　　印刷費 0 0 0 0 0 0 429,869 0 429,869
　　　　　　賃借料 0 0 0 0 0 0 8,382,577 0 8,382,577
　　　　　　光熱水料費 0 0 0 0 0 0 188,717 0 188,717
　　　　　　諸謝金 　 0 0 0 0 0 0 41,904 0 41,904
　　　　　　租税公課 　 0 0 0 0 0 0 10,620 0 10,620
　　　　　　支払利息 0 0 0 0 0 0 16,241 0 16,241
　　　　　　会費 0 0 0 0 0 0 150,000 0 150,000
　　　　　　慶弔費 0 0 0 0 0 0 16,500 0 16,500
　　　　　　報償費 0 0 0 0 0 0 422,752 0 422,752
　　　　　　報酬料 0 0 0 0 0 0 5,200,250 0 5,200,250
　　　　　　委託費 0 0 0 0 0 0 1,490,639 0 1,490,639
　　　　　　保守料 0 0 0 0 0 0 178,748 0 178,748
　　　　　　振込手数料 0 0 0 0 0 0 61,335 0 61,335
　　　　　　雑費 0 0 0 0 0 0 107,821 0 107,821
　　　　経常費用計 327,591,278 20,242,692 69,073,793 925,555,188 0 1,342,462,951 42,754,550 5,144,450 1,380,073,051
　　　　当期経常増減額 △ 7,539,554 △ 14,722,055 △ 5,622,579 △ 13,106,493 40,987,734 △ 2,947 438,558 0 435,611
　２．経常外増減の部
　　(1) 経常外収益
　　　　経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　　(2) 経常外費用
　　　　経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　　　　当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　　　　当期一般正味財産増減額 △ 7,539,554 △ 14,722,055 △ 5,622,579 △ 13,106,493 40,987,734 △ 2,947 438,558 0 435,611
　　　　一般正味財産期首残高 △ 128,839,523 △ 238,277,578 △ 80,183,695 △ 66,087,207 845,762,982 332,374,979 126,732,931 0 459,107,910
　　　　一般正味財産期末残高 △ 136,379,077 △ 252,999,633 △ 85,806,274 △ 79,193,700 886,750,716 332,372,032 127,171,489 0 459,543,521
Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　　　①受取補助金等 0 0 0 26,305,190 0 26,305,190 0 0 26,305,190
　　　　　　受取返還民間助成金 0 0 0 26,305,190 0 26,305,190 0 0 26,305,190
　　　　②特定資産評価損益等 0 0 0 0 0 0 3,836,678 0 3,836,678
　　　　　　特定資産評価損益等 0 0 0 0 0 0 3,836,678 0 3,836,678
　　　　③一般正味財産への振替額 0 0 △ 59,794,567 △ 909,127,619 △ 1,067,427 △ 969,989,613 △ 14,400,341 0 △ 984,389,954
　　　　　　一般正味財産への振替額 0 0 △ 59,794,567 △ 909,127,619 △ 1,067,427 △ 969,989,613 △ 14,400,341 0 △ 984,389,954
　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 △ 59,794,567 △ 882,822,429 △ 1,067,427 △ 943,684,423 △ 10,563,663 0 △ 954,248,086
　　　　指定正味財産期首残高 0 1,137,000 293,169,523 2,056,479,271 601,648,205 2,952,433,999 160,916,216 0 3,113,350,215
　　　　指定正味財産期末残高 0 1,137,000 233,374,956 1,173,656,842 600,580,778 2,008,749,576 150,352,553 0 2,159,102,129
Ⅲ　正味財産期末残高 △ 136,379,077 △ 251,862,633 147,568,682 1,094,463,142 1,487,331,494 2,341,121,608 277,524,042 0 2,618,645,650

　　                                ［法令改正に伴う事業の名称変更］　適正取引講習会事業（旧名称：下請取引改善講習会事業）、取引かけこみ寺事業（旧名称：下請かけこみ寺事業）

公益目的第３グループ：中小企業等活性化調査研究等事業
　　                                ［法令改正に伴う事業の名称変更］　中小企業等活性化調査研究等事業（旧名称：下請中小企業・小規模事業者等活性化調査研究等事業）

公益目的第１グループ：取引あっせん事業、適正取引講習会事業（図書販売等事業、有料講習会事業、振興事業関係等事業）、取引かけこみ寺事業（価格交渉サポート事業を含む）

公益目的第２グループ：小規模事業(事業参加機関事業、情報提供事業、助成制度事業、広報活動特別事業）、中小企業の情報化に関する情報収集事業、中小企業施策情報提供事業

公益目的第４グループ：中小企業地域資源活用等促進事業

正 味 財 産 増 減 計 算 書 内 訳 表正 味 財 産 増 減 計 算 書 内 訳 表

22002255年年44月月11日日かからら  22002266年年33月月3311日日ままでで

科　　　　　目

公　益　目　的　事　業　会　計

法人会計 内部取引等消去 合　　計公益目的
第１グループ

公益目的
第２グループ

公益目的
第３グループ

公益共通 小       計
公益目的

第４グループ
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１．重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券・・・・・償却原価法（定額法）によっている。

満期保有目的の債券以外の有価証券

　時価のあるもの　・・・・・期末日の市場価格等に基づく時価法(売却原価は移動平均法により算定)によっている。　　　　　

　時価のないもの　・・・・・移動平均法による原価法によっている。

(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産・・・・・・・・ 定額法によっている。

有形リース資産

(3) 引当金の計上基準

(4)外貨建資産の本邦通貨への換算基準

外貨建資産は、決算日の直物為替相場により円貨に換算している。

(5)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。

「公益法人会計基準」（平成20年４月11日　最終改正令和２年５月15日　内閣府公益認定等委員会）を採用している。

①賞与引当金　　・・・・・職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に負担すべき額
　　　　　　　　　　　　　を計上している。

②役員賞与引当金・・・・・役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に負担すべき額
　　　　　　　　　　　　　を計上している。

財  務  諸  表  に  対  す  る  注  記

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
             ・・・・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

③退職給付引当金・・・・・職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、
　　　　　　　　　　　　　当期末において発生していると認められる額を計上している。なお、
　　　　　　　　　　　　　退職給付債務は簡便法により当法人退職金規程の期末自己都合要支給
　　　　　　　　　　　　　額に基づいて計算している。

④役員退職慰労引当金・・・役員の退職慰労金の支給に備えるため、規程に基づく期末要支給額を
　　　　　　　　　　　　　計上している。

⑤共済年金給付引当金・・・職員の退職給付に備えるため、職員に対する共済年金として積み立て
　　　　　　　　　　　　　た額を計上している。
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（単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部
　１．経常増減の部
　　(1) 経常収益
　　　　①基本財産運用益 0 0 0 0 18,802,054 18,802,054 6,000,000 0 24,802,054
　　　　　　基本財産受取利息 　 0 0 0 0 821,854 821,854 0 0 821,854
　　　　　　基本財産受取配当金 0 0 0 0 17,980,200 17,980,200 6,000,000 0 23,980,200
　　　　②特定資産運用益 0 0 402,357 2,483,448 3,178,520 6,064,325 4,055,256 0 10,119,581
　　　　　　退職給付引当資産受取利息 　 0 0 0 0 0 0 29,119 0 29,119
　　　　　　中小企業等活性化調査研究等事業基金積立資産受取利息 0 0 402,357 0 0 402,357 0 0 402,357
　　　　　　中小企業地域資源活用等促進事業基金積立資産受取利息 0 0 0 2,483,448 0 2,483,448 0 0 2,483,448
　　　　　　中小企業振興事業基金積立資産受取利息 0 0 0 0 3,178,520 3,178,520 0 0 3,178,520
　　　　　　運営強化資金積立資産受取利息 0 0 0 0 0 0 4,026,127 0 4,026,127
　　　　　　戦略的情報化機器等整備事業管理積立資産受取利息 0 0 0 0 0 0 10 0 10
　　　　③受取会費 1,200,000 700,000 0 0 0 1,900,000 0 0 1,900,000
　　　　　　賛助会員受取会費 1,200,000 700,000 0 0 0 1,900,000 0 0 1,900,000
　　　　④事業収益 318,702,983 4,617,000 0 0 0 323,319,983 0 0 323,319,983
　　　　　　図書等販売収益 　 1,094,579 0 0 0 0 1,094,579 0 0 1,094,579
　　　　　　講習会事業収益 　 3,302,000 0 0 0 0 3,302,000 0 0 3,302,000
　　　　　　振興業務関係事業収益 　 759,988 0 0 0 0 759,988 0 0 759,988
　　　　　　事業参加機関事業収益 　 0 4,617,000 0 0 0 4,617,000 0 0 4,617,000
　　　　　　取引かけこみ寺事業収益（相談・ＡＤＲ業務） 313,546,416 0 0 0 0 313,546,416 0 0 313,546,416
　　　　⑤受取補助金等 0 0 59,794,567 909,127,619 0 968,922,186 0 0 968,922,186
　　　　　　受取民間助成金振替額 0 0 59,794,567 909,127,619 0 968,922,186 0 0 968,922,186
　　　　⑥受取負担金 0 0 0 0 17,488,500 17,488,500 17,488,500 0 34,977,000
　　　　　　受取負担金 　 0 0 0 0 17,488,500 17,488,500 17,488,500 0 34,977,000
　　　　⑦受取寄付金 0 0 0 0 1,067,427 1,067,427 14,400,341 0 15,467,768
　　　　　　受取寄付金振替額 0 0 0 0 1,067,427 1,067,427 14,400,341 0 15,467,768
　　　　⑧雑収益 148,741 203,637 3,254,290 837,628 451,233 4,895,529 1,249,011 5,144,450 1,000,090
　　　　　　受取利息 　 0 0 143,229 519,468 244,701 907,398 0 0 907,398
　　　　　　雑収益 148,741 203,637 3,111,061 318,160 206,532 3,988,131 1,249,011 5,144,450 92,692
　　　　経常収益計 320,051,724 5,520,637 63,451,214 912,448,695 40,987,734 1,342,460,004 43,193,108 5,144,450 1,380,508,662
　　(2) 経常費用
　　　　①事業費 327,591,278 20,242,692 69,073,793 925,555,188 0 1,342,462,951 0 5,144,450 1,337,318,501
　　　　　　役員報酬 　 3,517,920 1,340,160 1,172,640 4,020,480 0 10,051,200 0 0 10,051,200
　　　　　　給料手当 　 201,212,052 9,834,047 14,093,885 18,248,537 0 243,388,521 0 0 243,388,521
　　　　　　派遣費 7,098,547 21,450 9,184,036 0 0 16,304,033 0 0 16,304,033
　　　　　　賞与引当金繰入額 552,379 31,545 269,230 56,480 0 909,634 0 0 909,634
　　　　　　役員賞与引当金繰入額 214,200 81,600 71,400 244,800 0 612,000 0 0 612,000
　　　　　　退職給付費用 　 2,054,266 72,152 703,482 0 0 2,829,900 0 0 2,829,900
　　　　　　役員退職慰労引当金繰入額 302,400 115,200 100,800 345,600 0 864,000 0 0 864,000
　　　　　　福利厚生費 　 23,396,441 1,758,919 1,885,000 2,677,371 0 29,717,731 0 0 29,717,731
　　　　　　旅費交通費 9,351,585 240,134 51,458 366,361 0 10,009,538 0 0 10,009,538
　　　　　　通信運搬費 8,326,607 377,356 106,831 118,690 0 8,929,484 0 0 8,929,484
　　　　　　減価償却費 　 790,188 123,618 284,371 282,996 0 1,481,173 0 0 1,481,173
　　　　　　消耗品費 1,220,526 163,270 333,455 332,016 0 2,049,267 0 0 2,049,267
　　　　　　資料費 131,774 241,690 41,688 41,472 0 456,624 0 0 456,624
　　　　　　会議費 　 18,923 761,624 2,657 3,254 0 786,458 0 0 786,458
　　　　　　会場費 225,500 1,559,701 0 0 0 1,785,201 0 0 1,785,201
　　　　　　印刷費 3,995,750 167,200 0 0 0 4,162,950 0 0 4,162,950
　　　　　　賃借料 14,992,469 1,204,398 2,755,416 2,742,097 0 21,694,380 0 0 21,694,380
　　　　　　光熱水料費 626,237 97,969 225,368 224,280 0 1,173,854 0 0 1,173,854
　　　　　　諸謝金 　 15,220,606 736,688 0 190,878 0 16,148,172 0 0 16,148,172
　　　　　　支払助成金 0 0 0 894,682,907 0 894,682,907 0 0 894,682,907
　　　　　　租税公課 　 22,545,596 103,054 30,400 0 0 22,679,050 0 5,144,450 17,534,600
　　　　　　支払利息 53,894 8,432 19,397 19,301 0 101,024 0 0 101,024
　　　　　　会費 0 16,500 0 0 0 16,500 0 0 16,500
　　　　　　原稿料 0 62,856 0 0 0 62,856 0 0 62,856
　　　　　　委託費 10,395,609 980,758 37,464,613 662,503 0 49,503,483 0 0 49,503,483
　　　　　　保守料 635,659 92,810 213,480 212,446 0 1,154,395 0 0 1,154,395
　　　　　　振込手数料 471,641 22,267 23,652 38,898 0 556,458 0 0 556,458
　　　　　　雑費 240,509 27,294 40,534 43,821 0 352,158 0 0 352,158
　　　　②管理費 0 0 0 0 0 0 42,754,550 0 42,754,550
　　　　　　役員報酬 　 0 0 0 0 0 0 6,700,800 0 6,700,800
　　　　　　給料手当 　 0 0 0 0 0 0 12,054,995 0 12,054,995
　　　　　　賞与引当金繰入額 0 0 0 0 0 0 484,117 0 484,117
　　　　　　役員賞与引当金繰入額 0 0 0 0 0 0 408,000 0 408,000
　　　　　　退職給付費用 　 0 0 0 0 0 0 75,371 0 75,371
　　　　　　役員退職慰労引当金繰入額 0 0 0 0 0 0 576,000 0 576,000
　　　　　　福利厚生費 　 0 0 0 0 0 0 2,732,209 0 2,732,209
　　　　　　旅費交通費 0 0 0 0 0 0 778,625 0 778,625
　　　　　　通信運搬費 0 0 0 0 0 0 497,602 0 497,602
　　　　　　減価償却費 　 0 0 0 0 0 0 521,354 0 521,354
　　　　　　消耗品費 0 0 0 0 0 0 501,418 0 501,418
　　　　　　資料費 0 0 0 0 0 0 46,296 0 46,296
　　　　　　会議費 　 0 0 0 0 0 0 246,973 0 246,973
　　　　　　会場費 0 0 0 0 0 0 432,817 0 432,817
　　　　　　印刷費 0 0 0 0 0 0 429,869 0 429,869
　　　　　　賃借料 0 0 0 0 0 0 8,382,577 0 8,382,577
　　　　　　光熱水料費 0 0 0 0 0 0 188,717 0 188,717
　　　　　　諸謝金 　 0 0 0 0 0 0 41,904 0 41,904
　　　　　　租税公課 　 0 0 0 0 0 0 10,620 0 10,620
　　　　　　支払利息 0 0 0 0 0 0 16,241 0 16,241
　　　　　　会費 0 0 0 0 0 0 150,000 0 150,000
　　　　　　慶弔費 0 0 0 0 0 0 16,500 0 16,500
　　　　　　報償費 0 0 0 0 0 0 422,752 0 422,752
　　　　　　報酬料 0 0 0 0 0 0 5,200,250 0 5,200,250
　　　　　　委託費 0 0 0 0 0 0 1,490,639 0 1,490,639
　　　　　　保守料 0 0 0 0 0 0 178,748 0 178,748
　　　　　　振込手数料 0 0 0 0 0 0 61,335 0 61,335
　　　　　　雑費 0 0 0 0 0 0 107,821 0 107,821
　　　　経常費用計 327,591,278 20,242,692 69,073,793 925,555,188 0 1,342,462,951 42,754,550 5,144,450 1,380,073,051
　　　　当期経常増減額 △ 7,539,554 △ 14,722,055 △ 5,622,579 △ 13,106,493 40,987,734 △ 2,947 438,558 0 435,611
　２．経常外増減の部
　　(1) 経常外収益
　　　　経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　　(2) 経常外費用
　　　　経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　　　　当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　　　　当期一般正味財産増減額 △ 7,539,554 △ 14,722,055 △ 5,622,579 △ 13,106,493 40,987,734 △ 2,947 438,558 0 435,611
　　　　一般正味財産期首残高 △ 128,839,523 △ 238,277,578 △ 80,183,695 △ 66,087,207 845,762,982 332,374,979 126,732,931 0 459,107,910
　　　　一般正味財産期末残高 △ 136,379,077 △ 252,999,633 △ 85,806,274 △ 79,193,700 886,750,716 332,372,032 127,171,489 0 459,543,521
Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　　　①受取補助金等 0 0 0 26,305,190 0 26,305,190 0 0 26,305,190
　　　　　　受取返還民間助成金 0 0 0 26,305,190 0 26,305,190 0 0 26,305,190
　　　　②特定資産評価損益等 0 0 0 0 0 0 3,836,678 0 3,836,678
　　　　　　特定資産評価損益等 0 0 0 0 0 0 3,836,678 0 3,836,678
　　　　③一般正味財産への振替額 0 0 △ 59,794,567 △ 909,127,619 △ 1,067,427 △ 969,989,613 △ 14,400,341 0 △ 984,389,954
　　　　　　一般正味財産への振替額 0 0 △ 59,794,567 △ 909,127,619 △ 1,067,427 △ 969,989,613 △ 14,400,341 0 △ 984,389,954
　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 △ 59,794,567 △ 882,822,429 △ 1,067,427 △ 943,684,423 △ 10,563,663 0 △ 954,248,086
　　　　指定正味財産期首残高 0 1,137,000 293,169,523 2,056,479,271 601,648,205 2,952,433,999 160,916,216 0 3,113,350,215
　　　　指定正味財産期末残高 0 1,137,000 233,374,956 1,173,656,842 600,580,778 2,008,749,576 150,352,553 0 2,159,102,129
Ⅲ　正味財産期末残高 △ 136,379,077 △ 251,862,633 147,568,682 1,094,463,142 1,487,331,494 2,341,121,608 277,524,042 0 2,618,645,650

　　                                ［法令改正に伴う事業の名称変更］　適正取引講習会事業（旧名称：下請取引改善講習会事業）、取引かけこみ寺事業（旧名称：下請かけこみ寺事業）

公益目的第３グループ：中小企業等活性化調査研究等事業
　　                                ［法令改正に伴う事業の名称変更］　中小企業等活性化調査研究等事業（旧名称：下請中小企業・小規模事業者等活性化調査研究等事業）

公益目的第１グループ：取引あっせん事業、適正取引講習会事業（図書販売等事業、有料講習会事業、振興事業関係等事業）、取引かけこみ寺事業（価格交渉サポート事業を含む）

公益目的第２グループ：小規模事業(事業参加機関事業、情報提供事業、助成制度事業、広報活動特別事業）、中小企業の情報化に関する情報収集事業、中小企業施策情報提供事業

公益目的第４グループ：中小企業地域資源活用等促進事業

正正  味味  財財  産産  増増  減減  計計  算算  書書  内内  訳訳  表表

22002255年年44月月11日日かからら  22002266年年33月月3311日日ままでで

科　　　　　目

公　益　目　的　事　業　会　計

法人会計 内部取引等消去 合　　計公益目的
第１グループ

公益目的
第２グループ

公益目的
第３グループ

公益共通 小       計
公益目的

第４グループ
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４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)

科　　目

特定資産

建物付属設備 2,376,748

什器備品 190,886

その他固定資産

建物付属設備 51,448

什器備品 100,265

有形リース資産 3,882,520

合　　計 6,601,867

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時　　価 評価損益

基本財産

 社債

㈱三菱UFJﾌｨﾅﾝｼｬﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ
第33回 期限前償還条項付無担保社債

50,000,000 49,048,000 △ 952,000

基本財産　小    計 50,000,000 49,048,000 △ 952,000

特定資産

 社債

第36回SBIホールディングス社債 30,000,000 29,745,000 △ 255,000

第58回ソフトバンクグループ社債 100,000,000 98,020,000 △ 1,980,000

特定資産　小    計 130,000,000 127,765,000 △ 2,235,000

合    計 180,000,000 176,813,000 △ 3,187,000

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。
(単位：円)

補助金等の名称 交付者
貸借対照表上の

記載区分

助成金

中小企業等活性化調査研究等事業助成
金

(独）中小企業
基盤整備機構

59,794,567 233,374,956 指定正味財産

中小企業地域資源活用等促進事業助成
金

(独）中小企業
基盤整備機構

909,127,619 1,173,656,842 指定正味財産

968,922,186 1,407,031,798

15,640,146

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

725,985 535,099

2,425,512 2,374,064

26,305,1902,349,648,794

0

合     計

1,747,241 1,646,976

当期末残高

4,778,488 895,968

前期末残高 当期増加額 当期減少額

2,056,479,271 26,305,190

9,038,279

293,169,523

5,962,920 3,586,172

- 31 -

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

投資有価証券 592,350,000 100,000,000 0 692,350,000

定期預金 121,709,878 0 100,000,000 21,709,878

小　　計 714,059,878 100,000,000 100,000,000 714,059,878

特定資産

退職給付引当資産 32,195,900 2,829,900 3,547,400 31,478,400

役員退職慰労引当資産 9,840,000 1,440,000 0 11,280,000

共済年金給付引当資産 1,193,040 66,000 321,300 937,740

中小企業等活性化調査研究等事業基金
積立資産

293,169,523 0 59,794,567 233,374,956

中小企業地域資源活用等促進事業基金
積立資産

2,056,479,271 26,305,190 909,127,619 1,173,656,842

中小企業振興事業基金積立資産 288,819,777 0 1,067,427 287,752,350

建物付属設備 2,782,927 0 406,179 2,376,748

什器備品 251,475 0 60,589 190,886

電話加入権 12,000 0 0 12,000

敷金 3,749,999 0 0 3,749,999

運営強化資金積立資産 155,256,815 4,152,105 14,249,000 145,159,920

小　　計 2,843,750,727 34,793,195 988,574,081 1,889,969,841

合　　計 3,557,810,605 134,793,195 1,088,574,081 2,604,029,719

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

科　　目 当期末残高
（うち負債に対応
する額）

基本財産

投資有価証券 692,350,000 ( 309,600,000 ) ( 382,750,000 ) －

定期預金 21,709,878 ( 3,228,428 ) ( 18,481,450 ) －

小　　計 714,059,878 ( 312,828,428 ) ( 401,231,450 ) －

特定資産

退職給付引当資産 31,478,400 － － ( 31,478,400 )

役員退職慰労引当資産 11,280,000 － － ( 11,280,000 )

共済年金給付引当資産 937,740 － － ( 937,740 )

中小企業等活性化調査研究等事業基金
積立資産

233,374,956 ( 233,374,956 ) ( 0 ) －

中小企業地域資源活用等促進事業基金
積立資産

1,173,656,842 ( 1,173,656,842 ) ( 0 ) －

中小企業振興事業基金積立資産 287,752,350 ( 287,752,350 ) ( 0 ) －

建物付属設備 2,376,748 ( 2,376,748 ) ( 0 ) －

什器備品 190,886 ( 190,886 ) ( 0 ) －

電話加入権 12,000 ( 12,000 ) ( 0 ) －

敷金 3,749,999 ( 3,749,999 ) ( 0 ) －

運営強化資金積立資産 145,159,920 ( 145,159,920 ) ( 0 ) －

小　　計 1,889,969,841 ( 1,846,273,701 ) ( 0 ) ( 43,696,140 )

合　　計 2,604,029,719 ( 2,159,102,129 ) ( 401,231,450 ) ( 43,696,140 )

らの充当額）
（うち指定正味財産か （うち一般正味財産

からの充当額）
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４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)

科　　目

特定資産

建物付属設備 2,376,748

什器備品 190,886

その他固定資産

建物付属設備 51,448

什器備品 100,265

有形リース資産 3,882,520

合　　計 6,601,867

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時　　価 評価損益

基本財産

 社債

㈱三菱UFJﾌｨﾅﾝｼｬﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ
第33回 期限前償還条項付無担保社債

50,000,000 49,048,000 △ 952,000

基本財産　小    計 50,000,000 49,048,000 △ 952,000

特定資産

 社債

第36回SBIホールディングス社債 30,000,000 29,745,000 △ 255,000

第58回ソフトバンクグループ社債 100,000,000 98,020,000 △ 1,980,000

特定資産　小    計 130,000,000 127,765,000 △ 2,235,000

合    計 180,000,000 176,813,000 △ 3,187,000

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。
(単位：円)

補助金等の名称 交付者
貸借対照表上の

記載区分

助成金

金
中小企業等活性化調査研究等事業助成 (独）中小企業

基盤整備機構
59,794,567 233,374,956 指定正味財産

中小企業地域資源活用等促進事業助成
金

(独）中小企業
基盤整備機構

909,127,619 1,173,656,842 指定正味財産

968,922,186 1,407,031,798

15,640,146

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

725,985 535,099

2,425,512 2,374,064

26,305,1902,349,648,794

0

合     計

1,747,241 1,646,976

当期末残高

4,778,488 895,968

前期末残高 当期増加額 当期減少額

2,056,479,271 26,305,190

9,038,279

293,169,523

5,962,920 3,586,172
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２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

投資有価証券 592,350,000 100,000,000 0 692,350,000

定期預金 121,709,878 0 100,000,000 21,709,878

小　　計 714,059,878 100,000,000 100,000,000 714,059,878

特定資産

退職給付引当資産 32,195,900 2,829,900 3,547,400 31,478,400

役員退職慰労引当資産 9,840,000 1,440,000 0 11,280,000

共済年金給付引当資産 1,193,040 66,000 321,300 937,740

中小企業等活性化調査研究等事業基金
積立資産

293,169,523 0 59,794,567 233,374,956

中小企業地域資源活用等促進事業基金
積立資産

2,056,479,271 26,305,190 909,127,619 1,173,656,842

中小企業振興事業基金積立資産 288,819,777 0 1,067,427 287,752,350

建物付属設備 2,782,927 0 406,179 2,376,748

什器備品 251,475 0 60,589 190,886

電話加入権 12,000 0 0 12,000

敷金 3,749,999 0 0 3,749,999

運営強化資金積立資産 155,256,815 4,152,105 14,249,000 145,159,920

小　　計 2,843,750,727 34,793,195 988,574,081 1,889,969,841

合　　計 3,557,810,605 134,793,195 1,088,574,081 2,604,029,719

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

科　　目 当期末残高
（うち負債に対応
する額）

基本財産

投資有価証券 692,350,000 ( 309,600,000 ) ( 382,750,000 ) －

定期預金 21,709,878 ( 3,228,428 ) ( 18,481,450 ) －

小　　計 714,059,878 ( 312,828,428 ) ( 401,231,450 ) －

特定資産

退職給付引当資産 31,478,400 － － ( 31,478,400 )

役員退職慰労引当資産 11,280,000 － － ( 11,280,000 )

共済年金給付引当資産 937,740 － － ( 937,740 )

中小企業等活性化調査研究等事業基金
積立資産

233,374,956 ( 233,374,956 ) ( 0 ) －

中小企業地域資源活用等促進事業基金
積立資産

1,173,656,842 ( 1,173,656,842 ) ( 0 ) －

中小企業振興事業基金積立資産 287,752,350 ( 287,752,350 ) ( 0 ) －

建物付属設備 2,376,748 ( 2,376,748 ) ( 0 ) －

什器備品 190,886 ( 190,886 ) ( 0 ) －

電話加入権 12,000 ( 12,000 ) ( 0 ) －

敷金 3,749,999 ( 3,749,999 ) ( 0 ) －

運営強化資金積立資産 145,159,920 ( 145,159,920 ) ( 0 ) －

小　　計 1,889,969,841 ( 1,846,273,701 ) ( 0 ) ( 43,696,140 )

合　　計 2,604,029,719 ( 2,159,102,129 ) ( 401,231,450 ) ( 43,696,140 )

（うち指定正味財産か
らの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

- 30 -

- 24 -



　３） 金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品の状況に関する取組方針

　  当法人は、基本財産に係る資金については、資産価値の維持を図ることを旨として、最善と考えられる方法

　 により運用するように努めるものとし、その他の資産に係る資金については、資金の積み立て目的、運用可能

　 期間等その資金の特性を勘案し、適正な運用に努めるものとする。

　  資金の運用対象は、日本国債、政府保証債、地方債、金融債、定額貯金、定期貯金、定期預金、元本保証の

   金銭信託、その他理事会が認める運用方法により行う。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

    投資有価証券のうち、債券（外貨建債券を含む）は、発行体の信用リスク、市場リスク（金利の変動リスク、

   為替の変動リスク及び市場価格の変動リスク）にさらされており、特別法に基づき設立された会社の株式は、

　 発行体の信用リスクにさらされている。

(3)金融商品のリスクに係る管理体制

　①資金運用規程に基づく取引

　　金融商品の取引は、当法人の資金運用規程に基づき行う。

　②信用リスク等の管理

　　債券等については、運用益、時価、信用格付け等の運用経過を定期的に把握し、理事会に報告する。

   また、理事会は、定時評議員会において、資金運用の経過、資金運用の執行方針及び計画を報告する。

　４） 資産除去債務関係

　当法人は、建物賃貸借契約に基づき使用する建物において、退去時における原状回復に係る債務を有してい

 るが、当該債務に関する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等も予定されていないことから、

 資産除去債務を合理的に見積もることができないため、負債を計上していない。

１１．追加情報

　下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法の一部改正法が令和８年１月１日に施行されたことに伴い、

当期より、「下請」を用いた勘定科目の名称を「取引」等の新たな科目名称に変更している

（「下請かけこみ寺」を「取引かけこみ寺」、「下請中小企業・小規模事業者等活性化基金」を

「中小企業等活性化調査研究等事業基金」に改めている）。

　なお、上記は科目名称のみの変更である。
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７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。
(単位：円)

内　　　容 金　　額

経常収益への振替額

  目的事業への使用による振替額

　　受取民間助成金振替額 968,922,186

　　受取寄付金振替額 15,001,000

　減価償却費計上による振替額

　　受取寄付金振替額 466,768

合　　　計 984,389,954

８．関連当事者との取引の内容

該当なし

９．重要な後発事象

該当なし

１０．その他

　１） リース取引関係

所有権移転外ファイナンス・リース取引

　(1) リース資産の内容

　　その他固定資産

　　　有形リース資産　OA機器（パソコン）

　(2) リース資産の減価償却の方法

　　上記「１．重要な会計方針 (2) 固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりである。

　２） 退職給付関係

(1)採用している退職給付制度の概要

　確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

(2)確定給付制度

　① 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

(単位：円)

退職給付引当金の期首残高 32,195,900

 　 退職給付費用 2,829,900

 　 退職給付の支払額 3,547,400

退職給付引当金の期末残高 31,478,400

　② 退職給付費用に関する事項

(単位：円)

 　 勤務費用 2,829,900

退職給付費用 2,829,900
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　３） 金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品の状況に関する取組方針

　  当法人は、基本財産に係る資金については、資産価値の維持を図ることを旨として、最善と考えられる方法

　 により運用するように努めるものとし、その他の資産に係る資金については、資金の積み立て目的、運用可能

　 期間等その資金の特性を勘案し、適正な運用に努めるものとする。

　  資金の運用対象は、日本国債、政府保証債、地方債、金融債、定額貯金、定期貯金、定期預金、元本保証の

   金銭信託、その他理事会が認める運用方法により行う。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

    投資有価証券のうち、債券（外貨建債券を含む）は、発行体の信用リスク、市場リスク（金利の変動リスク、

   為替の変動リスク及び市場価格の変動リスク）にさらされており、特別法に基づき設立された会社の株式は、

　 発行体の信用リスクにさらされている。

(3)金融商品のリスクに係る管理体制

　①資金運用規程に基づく取引

　　金融商品の取引は、当法人の資金運用規程に基づき行う。

　②信用リスク等の管理

　　債券等については、運用益、時価、信用格付け等の運用経過を定期的に把握し、理事会に報告する。

   また、理事会は、定時評議員会において、資金運用の経過、資金運用の執行方針及び計画を報告する。

　４） 資産除去債務関係

　当法人は、建物賃貸借契約に基づき使用する建物において、退去時における原状回復に係る債務を有してい

 るが、当該債務に関する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等も予定されていないことから、

 資産除去債務を合理的に見積もることができないため、負債を計上していない。

１１．追加情報

　下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法の一部改正法が令和８年１月１日に施行されたことに伴い、

当期より、「下請」を用いた勘定科目の名称を「取引」等の新たな科目名称に変更している

（「下請かけこみ寺」を「取引かけこみ寺」、「下請中小企業・小規模事業者等活性化基金」を

「中小企業等活性化調査研究等事業基金」に改めている）。

　なお、上記は科目名称のみの変更である。
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７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。
(単位：円)

内　　　容 金　　額

経常収益への振替額

  目的事業への使用による振替額

　　受取民間助成金振替額 968,922,186

　　受取寄付金振替額 15,001,000

　減価償却費計上による振替額

　　受取寄付金振替額 466,768

合　　　計 984,389,954

８．関連当事者との取引の内容

該当なし

９．重要な後発事象

該当なし

１０．その他

　１） リース取引関係

所有権移転外ファイナンス・リース取引

　(1) リース資産の内容

　　その他固定資産

　　　有形リース資産　OA機器（パソコン）

　(2) リース資産の減価償却の方法

　　上記「１．重要な会計方針 (2) 固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりである。

　２） 退職給付関係

(1)採用している退職給付制度の概要

　確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

(2)確定給付制度

　① 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

(単位：円)

退職給付引当金の期首残高 32,195,900

 　 退職給付費用 2,829,900

 　 退職給付の支払額 3,547,400

退職給付引当金の期末残高 31,478,400

　② 退職給付費用に関する事項

(単位：円)

 　 勤務費用 2,829,900

退職給付費用 2,829,900
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（単位：円）

場所・物量等 　使用目的等 金　　額

(流動資産)

現金預金

現金(手元保管) 運転資金として 263,458

普通預金
 三菱UFJ銀行     本郷支店

運転資金として 26,765

 三菱UFJ銀行     新富町支店        〃 90,644,964

 三菱UFJ銀行     春日町支店        〃 87,651

 商工中金            本店営業部        〃 1,805,981

 ゆうちょ銀行　　    新富郵便局        〃 92,385

未収入金 中小企業庁 取引かけこみ寺事業等にかかる未収入金  2,692,473

未収利息 三菱UFJ銀行 商工中金 他 預金、基本財産および特定資産としている預金・債券にかかる未収利息分 3,297,158

立替金 全国中小企業振興機関共済会 郵便代等 7,050

前払費用 石川物産㈱ 他 事務所賃借料(石川ビル) 他 2,700,006

流動資産合計 101,617,891

(固定資産)

 基本財産

投資有価証券 東京中小企業投資育成㈱  普通株式 公益目的保有財産であり、運用益を公益目的事業の財源として使用している。 271,670,000

大阪中小企業投資育成㈱  普通株式 公益目的保有財産であり、運用益を公益目的事業の財源として使用している。 70,000,000

㈱商工組合中央金庫  普通株式 公益目的保有財産であり、運用益を公益目的事業の財源として使用している。 200,680,000

東京中小企業投資育成㈱  普通株式 管理目的保有財産であり、運用益を管理の財源として使用している。 100,000,000

㈱三菱UFJﾌｨﾅﾝｼｬﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ
第33回 期限前償還条項付無担保社債

公益目的保有財産であり、運用益を公益目的事業の財源として使用している。 50,000,000

定期預金 三菱UFJ銀行　新富町支店        〃 21,709,878

 特定資産

退職給付引当資産 定期預金
 三菱UFJ銀行　新富町支店

職員の退職給付に備えることを目的としている資産 31,478,400

役員退職慰労引当資産 定期預金
 三菱UFJ銀行　新富町支店

役員の役員慰労金の支給に備えることを目的としている資産 11,280,000

共済年金給付引当資産 明治安田生命保険（相） 職員の退職給付に備えることを目的としている資産 937,740

中小企業等活性化調査研究
等事業基金積立資産

普通預金
 三菱UFJ銀行     新富町支店

助成金として受け入れ、中小企業等活性化調査研究等事業の財源として使用している。 33,374,956

定期預金
 三菱UFJ銀行     新富町支店

       〃 200,000,000

中小企業地域資源活用等促
進事業基金積立資産

普通預金
 三菱UFJ銀行     新富町支店

助成金として受け入れ、中小企業地域資源活用等促進事業の財源として使用している。 102,351,652

定期預金
 三菱UFJ銀行     新富町支店

       〃 600,000,000

定期預金
 商工中金            本店営業部

       〃 445,000,000

未収受取返還助成金 上記助成金の返還分 26,305,190

中小企業振興事業基金
積立資産

投資有価証券
 第58回ソフトバンクグループ 社債

寄付により受け入れ、公益目的事業の財源として使用している。 100,000,000

定期預金
 三菱UFJ銀行     新富町支店

       〃 178,037,777

普通預金
 三菱UFJ銀行     新富町支店

       〃 9,714,573

建物付属設備 パーティション 他 管理目的保有財産 2,376,748

什器備品 収納キャビネット 他 管理目的保有財産 190,886

電話加入権 6回線分 公益目的保有財産 12,000

敷金 事務所敷金        〃 1,125,000

管理目的保有財産 2,624,999

運営強化資金積立資産 投資有価証券
三井住友FG米ドル建て社債

寄付により受け入れ、管理目的保有財産として管理の財源として使用している。 65,859,367

投資有価証券
 第36回SBIホールディングス 社債

       〃 30,000,000

普通預金
 三菱UFJ銀行     新富町支店

       〃 10,315,427

定期預金
 三菱UFJ銀行     新富町支店

       〃 38,985,126

 その他固定資産

建物付属設備 パーティション 他 管理目的保有財産 51,448

什器備品 収納キャビネット 他        〃 100,265

電話加入権 ２回線分 公益目的保有財産 4,000

７回線分 管理目的保有財産 11,500

有形リース資産 パソコン        〃 3,882,520

敷金 事務所敷金 公益目的保有財産 6,469,676

事務所敷金 管理目的保有財産 5,511,205

固定資産合計 2,620,060,333

　　  資産合計 2,721,678,224

(流動負債)

未払金 購入先、業者に対するもの 他 未払事業費、未払管理費 他 31,266,831

未払費用 職員に対するもの 他 人件費にかかる未払費用 他 18,368,894

未払消費税等 税務署 消費税等 1,410,600

預り金 職員に対するもの 他 源泉所得税等 1,949,522

１年以内返済予定
リース債務

三菱ＨＣビジネスリース（株） ファイナンス・リース取引にかかる債務で返済期限が１年内のもの 1,154,334

賞与引当金 職員に対するもの 職員の賞与支給に備えたもの 1,393,751

役員賞与引当金 役員に対するもの 役員の賞与支給に備えたもの 1,020,000

流動負債合計 56,563,932

(固定負債)

リース債務 三菱ＨＣビジネスリース（株） ファイナンス・リース取引にかかる債務で返済期限が１年超のもの 2,772,502

退職給付引当金 職員に対するもの 職員の退職給付に備えたもの 31,478,400

役員退職慰労引当金 役員に対するもの 役員の役員慰労金の支給に備えたもの 11,280,000

共済年金給付引当金 職員に対するもの 職員の退職給付に備えたもの 937,740

固定負債合計 46,468,642

　　  負債合計 103,032,574

　　  正味財産 2,618,645,650

貸借対照表科目

財財　　　　産産　　　　目目　　　　録録

22002266年年33月月3311日日現現在在
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１．基本財産及び特定資産の明細

２．引当金の明細

附  属  明  細  書

　基本財産及び特定資産の明細については、財務諸表に対する注記「２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高」に記載し
ているため省略する。

(単位:円)

目的使用 その他

賞与引当金 1,393,751           1,881,073           1,393,751           1,881,073                   0           

役員賞与引当金 1,020,000           1,020,000           1,020,000           1,020,000                   0           

退職給付引当金 31,478,400          32,195,900           2,829,900           3,547,400                   0          

役員退職慰労引当金 11,280,000           9,840,000           1,440,000                   0                   0          

共済年金給付引当金 937,740           1,193,040              66,000             321,300                   0             

科 　　  目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高

- 34 -

- 27 -



（単位：円）

場所・物量等 　使用目的等 金　　額

(流動資産)

現金預金

現金(手元保管) 運転資金として 263,458

普通預金
 三菱UFJ銀行     本郷支店

運転資金として 26,765

 三菱UFJ銀行     新富町支店        〃 90,644,964

 三菱UFJ銀行     春日町支店        〃 87,651

 商工中金            本店営業部        〃 1,805,981

 ゆうちょ銀行　　    新富郵便局        〃 92,385

未収入金 中小企業庁 取引かけこみ寺事業等にかかる未収入金  2,692,473

未収利息 三菱UFJ銀行 商工中金 他 預金、基本財産および特定資産としている預金・債券にかかる未収利息分 3,297,158

立替金 全国中小企業振興機関共済会 郵便代等 7,050

前払費用 石川物産㈱ 他 事務所賃借料(石川ビル) 他 2,700,006

流動資産合計 101,617,891

(固定資産)

 基本財産

投資有価証券 東京中小企業投資育成㈱  普通株式 公益目的保有財産であり、運用益を公益目的事業の財源として使用している。 271,670,000

大阪中小企業投資育成㈱  普通株式 公益目的保有財産であり、運用益を公益目的事業の財源として使用している。 70,000,000

㈱商工組合中央金庫  普通株式 公益目的保有財産であり、運用益を公益目的事業の財源として使用している。 200,680,000

東京中小企業投資育成㈱  普通株式 管理目的保有財産であり、運用益を管理の財源として使用している。 100,000,000

㈱三菱UFJﾌｨﾅﾝｼｬﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ
第33回 期限前償還条項付無担保社債

公益目的保有財産であり、運用益を公益目的事業の財源として使用している。 50,000,000

定期預金 三菱UFJ銀行　新富町支店        〃 21,709,878

 特定資産

退職給付引当資産 定期預金
 三菱UFJ銀行　新富町支店

職員の退職給付に備えることを目的としている資産 31,478,400

役員退職慰労引当資産 定期預金
 三菱UFJ銀行　新富町支店

役員の役員慰労金の支給に備えることを目的としている資産 11,280,000

共済年金給付引当資産 明治安田生命保険（相） 職員の退職給付に備えることを目的としている資産 937,740

等事業基金積立資産
中小企業等活性化調査研究 普通預金

 三菱UFJ銀行     新富町支店
助成金として受け入れ、中小企業等活性化調査研究等事業の財源として使用している。 33,374,956

定期預金
 三菱UFJ銀行     新富町支店

       〃 200,000,000

進事業基金積立資産
中小企業地域資源活用等促 普通預金

 三菱UFJ銀行     新富町支店
助成金として受け入れ、中小企業地域資源活用等促進事業の財源として使用している。 102,351,652

定期預金
 三菱UFJ銀行     新富町支店

       〃 600,000,000

定期預金
 商工中金            本店営業部

       〃 445,000,000

未収受取返還助成金 上記助成金の返還分 26,305,190

中小企業振興事業基金
積立資産

投資有価証券
 第58回ソフトバンクグループ 社債

寄付により受け入れ、公益目的事業の財源として使用している。 100,000,000

定期預金
 三菱UFJ銀行     新富町支店

       〃 178,037,777

普通預金
 三菱UFJ銀行     新富町支店

       〃 9,714,573

建物付属設備 パーティション 他 管理目的保有財産 2,376,748

什器備品 収納キャビネット 他 管理目的保有財産 190,886

電話加入権 6回線分 公益目的保有財産 12,000

敷金 事務所敷金        〃 1,125,000

管理目的保有財産 2,624,999

運営強化資金積立資産 投資有価証券
三井住友FG米ドル建て社債

寄付により受け入れ、管理目的保有財産として管理の財源として使用している。 65,859,367

投資有価証券
 第36回SBIホールディングス 社債

       〃 30,000,000

普通預金
 三菱UFJ銀行     新富町支店

       〃 10,315,427

定期預金
 三菱UFJ銀行     新富町支店

       〃 38,985,126

 その他固定資産

建物付属設備 パーティション 他 管理目的保有財産 51,448

什器備品 収納キャビネット 他        〃 100,265

電話加入権 ２回線分 公益目的保有財産 4,000

７回線分 管理目的保有財産 11,500

有形リース資産 パソコン        〃 3,882,520

敷金 事務所敷金 公益目的保有財産 6,469,676

事務所敷金 管理目的保有財産 5,511,205

固定資産合計 2,620,060,333

　　  資産合計 2,721,678,224

(流動負債)

未払金 購入先、業者に対するもの 他 未払事業費、未払管理費 他 31,266,831

未払費用 職員に対するもの 他 人件費にかかる未払費用 他 18,368,894

未払消費税等 税務署 消費税等 1,410,600

預り金 職員に対するもの 他 源泉所得税等 1,949,522

１年以内返済予定
リース債務

三菱ＨＣビジネスリース（株） ファイナンス・リース取引にかかる債務で返済期限が１年内のもの 1,154,334

賞与引当金 職員に対するもの 職員の賞与支給に備えたもの 1,393,751

役員賞与引当金 役員に対するもの 役員の賞与支給に備えたもの 1,020,000

流動負債合計 56,563,932

(固定負債)

リース債務 三菱ＨＣビジネスリース（株） ファイナンス・リース取引にかかる債務で返済期限が１年超のもの 2,772,502

退職給付引当金 職員に対するもの 職員の退職給付に備えたもの 31,478,400

役員退職慰労引当金 役員に対するもの 役員の役員慰労金の支給に備えたもの 11,280,000

共済年金給付引当金 職員に対するもの 職員の退職給付に備えたもの 937,740

固定負債合計 46,468,642

　　  負債合計 103,032,574

　　  正味財産 2,618,645,650

貸借対照表科目

財　　産　　目　　録財　　産　　目　　録

22002266年年33月月3311日日現現在在
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１．基本財産及び特定資産の明細

２．引当金の明細

附  属  明  細  書

　基本財産及び特定資産の明細については、財務諸表に対する注記「２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高」に記載し
ているため省略する。

(単位:円)

目的使用 その他

賞与引当金 1,393,751           1,881,073           1,393,751           1,881,073                   0           

役員賞与引当金 1,020,000           1,020,000           1,020,000           1,020,000                   0           

退職給付引当金 31,478,400          32,195,900           2,829,900           3,547,400                   0          

役員退職慰労引当金 11,280,000           9,840,000           1,440,000                   0                   0          

共済年金給付引当金 937,740           1,193,040              66,000             321,300                   0             

科 　　  目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
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２ ０ ２ ５ 年 度 資 金 収 支 計 算 書 
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